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デジタル市場競争会議ワーキンググループ（第21回） 議事録 

 

１．開催日時：令和３年３月15日（月）15:30～18:30 

２．開催形式：通信システムを用いた遠隔開催 

３．出 席 者： 

依田 高典 京都大学大学院 経済学研究科 教授 

生貝 直人 東洋大学 経済学部 准教授 

川濵 昇  京都大学大学院 法学研究科 教授 

川本 大亮 PwCあらた有限責任監査法人 パートナー 

伊永 大輔 東京都立大学大学院 法学政治学研究科 教授 

塩野 誠  ㈱経営共創基盤 共同経営者/マネージングディレクター 

増島 雅和 森・濱田松本法律事務所 パートナー弁護士 

森川 博之 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

山田 香織 フレッシュフィールズブルックハウスデリンガー法律事務所 パートナ

ー弁護士 

 

４．議事 

デジタル広告市場の競争評価（事業者等からのヒアリング） 

（ヤフー、JIAA、グーグル、フェイスブック） 

 ヤフー：中谷 昇 Zホールディングス株式会社 常務執行役員 

 JIAA：橋本 浩典 専務理事、植村 祐嗣 常務理事、柳田 桂子 事務局長 

 グーグル：アダム・コーエン(Adam Cohen) 経済・競争政策統括責任者、 

野口 祐子 法務部長 

 フェイスブック：小堀 恭志 公共政策本部長、小俣 栄一郎 公共政策部長 

 

５．配布資料 

資料１ ヤフー提出資料 

資料２ JIAA提出資料 

資料３ グーグル提出資料 
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○依田座長 

 ただいまから「デジタル市場競争会議ワーキンググループ」を開催いたします。 

 それでは、本日の議事や資料の取扱いについて、事務局のほうから御説明、お願いいた

します。 

○成田審議官 

 事務局、成田でございます。 

 本日もお忙しいところをお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。 

 本日は、Yahoo!様、JIAA様、Google様、Facebook様から、それぞれヒアリングを行いま

す。 

 資料につきましては、非公表とされている部分を除き、ワーキンググループ後に公表さ

せていただきます。 

 いつもどおりワーキンググループの議事録につきましては、発言者の皆様の確認を経た

上で公表する予定でございます。 

 また、本日も記者ブリーフィングを予定しております。 

 私からは以上でございます。 

○依田座長 

 それでは、早速、ヒアリングに移ります。 

 Yahoo!様から約15分で御説明をいただいた後、25分ほど意見交換を行います。 

 順番は生貝先生を先頭に、名簿順でお願いしたいと思っております。 

 それでは、Yahoo!様、準備が整い次第、御説明をお願いいたします。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 Ｚホールディングスの中谷と申します。どうぞよろしくお願いいたします。子会社の

Yahoo!の執行役員もやっております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日、私のほうから、スライド、15枚あるのですけれども、お伝えしたいこととして５

つございます。 

 早速、中身に入っていきたいのですけれども、最初にお伝えしたいのはデジタル広告が

実現したものということで、もう既に皆様、御存じだとは思いますが、左から広告の民主

化、地方創生に貢献、ユーザーの課題解決、メディア産業活性化とありますが、特に広告

の民主化についてはデジタル広告というものでナショナルクライアントだけではなくて中

小の企業がやはり広いユーザーにアクセスしやすくなったというところでございます。 

 真ん中に赤く「イノベーションの妨げになるような規制は、皆にとってマイナス」とい

うように書かせていただいておりますけれども、デジタル広告を配信するプラットフォー

ムサービス、技術革新のスピードは非常に速い、他の業界とは比べ物にならないというよ

うに思っております。そういう意味で、特定の制度が前提となっているとその技術変化に

すぐに対応していけないということでございますので、行為規制のようなものであります

とやや硬直的になる傾向がございますので、新サービスの開発とかといったものについて
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障壁となる可能性がある。これは１点目です。ですので、事業者の主体的な取組というの

をまず最初に促進していくことが重要だということをお伝えしたいと思います。 

 ２点目、この流れからいたしますと共同規制による対応。これは経済産業省さん等も有

識者会議で出されておりますけれども、あるいは政府のほうでも進められておりますが、

ここについて３点問題があるということですが、利益相反、自社優遇、契約変更、あとパ

ーソナルデータです。 

 ここについて、現在の取組、今後の取組について簡単に申し上げたいと思いますけれど

も、まず最初に利益相反の部分なのですが、特にデジタル広告について言いますと、プラ

ットフォーム事業者によってサービスの仕方、枠組み、ビジネスモデルというのがすごく

変わっているということですから、求める取組のレベルもデジタル広告を行っているデジ

タルプラットフォーム事業者の業態に応じて相当幅があるということは多分調査をされて

お分かりになっていると思いますが、そういった特徴があるということをまず最初、申し

上げたいと思います。その上で、取組としての情報管理については、例えばですけれども、

ある広告主のリターゲティングのリストというのは当然、他の広告主とか自社におけるタ

ーゲティング、これには活用できない、そういうファイアウオールがある。 

 ２点目の契約変更等については事前の通知をしっかりしている。周知期間の長さという

のはケース・バイ・ケースになるのですけれども、セキュリティー上の場合ですとすごく

短いと思いますし、影響の大きいルール変更については原則として６か月程度のものとい

う周知期間の設定を設けています。 

 最後、パーソナルデータの部分ですけれども、それはプライバシーセンターというのを

設けて、ユーザーに分かりやすく情報を提供しております。なるべくコンパクトにして、

インターフェースを２段階にするなど理解をしやすいような形にしております。 

 ということで、今後の取組につきましては、共同規制的なｅコマース等で採用したアプ

ローチというところをベースに事業者、我々の創意工夫という部分をぜひ最初にやらせて

いただきたいということでございます。これはある意味、自助、自分たちで対応していく

部分です。 

 次、業界団体による取組に任せていただきたい部分というのがあります。これは共同し

てやるということで共助の部分になると思いますけれども、具体的にはアドフラウドとブ

ランドセーフティーです。 

 真ん中の現在の取組のところにリスクのある配信の未然防止というのがございますけれ

ども、これはリアルタイムの不正検知とか問題のあるものは配信されない努力をしていま

す。メカニズムを使っています。 

 現在の取組の２行目、判定基準の開示につきましては、ガイドラインにおいてアドフラ

ウドを含む無効トラフィックとかブランドセーフティー、既存の基準を開示しています。

あと不正クリックの数や率というのを広告主に開示をしている。最後、取組状況の公開等

につきましても透明性においてこうした問題についての状況を公開しているということが
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あります。これが現在の取組になるわけですが、それを踏まえて広告業界、団体としてで

すけれども、JICDAQ、デジタル広告品質認証機構を設立予定でありまして、ここにおいて

適切な対策をしている事業者を認証する。それでデジタル広告全体の質を上げる、そうい

う取組を今、行っている。 

 補足でございますけれども、JICDAQによる取組につきましては、プラットフォーム事業

者と媒体社が認証の対象になっておりまして、認証した事業者を公開しているのをJICDAQ

さんにやっていただく。広告主に関しましては、理念に賛同する広告主の名前を公開する

ということで、まさにプラットフォーム事業者、媒体社、そして、広告主が連携して取り

組んでいくという取組でございますので、ある意味、デジタル広告に関する３つの業界団

体、事業者、アドフラウド、こういった問題に対して取組を推進していくために立ち上げ

る機構でありますので、ぜひこの取組をじっくり見ていただきたいという部分がございま

す。これが２点目。 

 最後ですけれども、政府による後押しをしていただきたい課題。これは公助ではありま

せんけれども、これは国でしかできない問題であります。一番その中で分かりやすいのは

アドフラウドだと思うのですけれども、現在の問題点というのがフラウド、詐欺なわけで

すが、広告詐欺なわけですが、実際、摘発事例というのが一部あるようですが、ほぼない

に等しい。つまり、これは抑止力というのを欠く。取りあえずやってしまえという部分に

ついての抑止力が非常に低い状態になっているというのが実態なのではないか。しかも、

デジタル経済としては、やはり広告というのは一定程度利益をかさ上げできますので、ス

タートアップを含めて元手が少ない額でできるということもあってなかなか減っていない。

そういう意味で不正者と書いてありますけれども、会社ですが、摘発体制の強化をぜひお

願いしたいと思います。 

 あと不正を行う者は何度も審査をうまくくぐり抜けてアカウントを開設していく、不正

を繰り返すということをやって、それだけこの広告詐欺はおいしいビジネスということに

なると思うのですけれども、ですので、事業者団体が不正者に関する情報を共有する仕組

みづくりというのを後押ししていただきたい。これについて、例えば反社的なデータベー

スみたいなのがあれば、これが事業者全体でシェアできるようなメカニズムになっている

とすごく予防措置があると思うのですけれども、現在においてそういう情報を集めるとい

うこと自体が個人情報的な問題もあり、なかなか背中を押していただくような状況にはな

っていないというのが現状だと思いますので、ぜひここの部分について、政府として御協

力いただけるとありがたいなというように思います。 

 摘発体制の強化といいますとアメリカではFBIとGoogle、そういったベンダーが連携し

てアドフラウドの実行者を検挙する取組というのがなされております。似たようなもの、

悪いことを行う人のデータベースですので、その辺りについて、ぜひお知恵とサポートを

いただければと思っております。 

 あとは機微な情報を利用したターゲティング広告の規制なのですけれども、業界団体に
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よるガイドラインというのは、あくまでも業界団体に参加していない事業者には効かない

わけでございまして、そういう意味でいうと、そういったものによる不適切なターゲティ

ング広告というのは規制できないという問題点があります。ですので、ぜひ政府のほうに

おかれましては、こうした業界団体に参加していない事業者に対しまして、業界団体に入

る、加入するということを力強く要請していただくというようなことをやっていただける

とありがたいなというように思います。 

 政府としてのガイドラインの策定というのはその後でもいいと思うのですけれども、ま

ずはその業界団体が作っているガイドライン、それについてなるべく業界団体にたくさん

の事業者が参加していただく、そういった取組について後押しをしていただくというのが

このポイントでございます。 

 そして、最後に一言ということなのですけれども、弊社といたしましては、このデジタ

ル広告に関する問題というのは、他のデジタルプラットフォーム事業の枠組みと同じよう

な形で共同規制というものの中で主体的に積極的に説明責任を果たすという意味を含めて

ルールメーキングに参画していきたいというように思っております。 

 そういう意味で、我々としては政府の取組というのに対して主体的に、かつ積極的に協

力していきたいと思いますので、それはルールメーキングのところだけではなくて実際で

きた後に実行するとき、法律を実際に施行する後の話も含めてでありますけれども、そう

いう意味では海外の事業者、正直なところ、デジタル広告業界というのは海外のプラット

フォーマーのほうが圧倒的に存在感は大きいというのが現実でございますので、我々、あ

る意味、マイナーとは言いませんが、メジャーではない部分です。そこのところだけやっ

ていてもしようがないので、一番大きいメジャーなところの事業者がしっかりと取り組ん

でいくよう、ダブルスタンダードにならないようにぜひ政府のほうで法の実施についても

一段の配慮をお願いできればというように思っております。 

 以上でございますが、何か質問等がありましたら回答させていただきたいと思います。

どうもありがとうございました。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、議員の皆様から御意見を伺います。 

 本日は、お一人から御質問等をいただく都度、Yahoo!様から回答をお願いする形で進め

ていきたいと思っております。 

 では、生貝議員からお願いいたします。 

○生貝議員 

 大変明快な御説明、ありがとうございました。 

 ２点御質問がございまして、まず１点目として、全体として共同規制的なアプローチに

よって解決していくべきだという方針、私自身、非常に共感をするところでございます。

そうしたときに、今回の資料の中ですと２番の問題に関しては、まさに共同規制のアプロ
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ーチで、そして、３番のアドフラウド等の問題については業界団体、JICDAQ等の取組を重

視してということを区分して書かれていらっしゃいます。 

 個人的には、まさに例えば今回の取引透明化法のような共同規制アプローチの方法とい

うものは、こういった業界団体の取組というものを阻害することはなく、むしろそれを後

押しする相乗効果がある、あるいはまさしく海外の事業者さんも含めて、この枠組みでし

っかりと問題を解決していこうということを明確化するという意味で望ましい向きがある

のではないかというように考えている部分があるのですけれども、この２番と３番を区分

していることの意味というものをもし何かあれば教えていただきたいのが１点目です。 

 それから、２点目、10ページ目のところでアドフラウドを実際に行う方々の摘発という

ところを書いていただいておりますが、これは問題を解決していく上で実際に重要な論点

かというように思いました。このことについて、日本は摘発体制というところもあって摘

発事例がほぼないというように書かれておりますが、このことについても恐らくその実態

を非常によく把握していらっしゃる事業者様と、それから、政府当局の協力により、より

しっかりと摘発の体制というものをつくっていける可能性があるのではないかというよう

に思います。この論点における官民の協働の在り方というところについても何かお考えが

あれば教えていただきたいというように思います。 

 以上２点です。 

○依田座長 

 どうもありがとうございます。 

 ２点について御回答をお願いします。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 どうもありがとうございます。 

 当初、この共同規制による対応をお願いしたいというように申し上げて、次に業界団体。

実は、これは先生がおっしゃっていたとおりリンクしておりまして、最初の共同規制の部

分について我々が申し上げたのは、実は自分たちがやっていること、まさに企業として個

社としてやっていることというのを説明したつもりでありまして、よって、この内容から

すると、国のほうで事前規制的に行為規制的にこれをやるな、あれは駄目だというように、

これをやりなさいというよりも、事業者、個社の判断というのをある程度入れ込んだ形の

共同規制がまさに望ましいのではないかということで、ここの部分を言わせていただきま

した。 

 ただ、個社だけでやっていますとデジタル広告事業自体、全体を見ると、それはそれで

あまりにスタンダードがばらばらになってしまいますので、そこのスタンダードを合わせ

るという意味でも広告団体、業界団体においてデジタル広告のスタンダードを上げるとい

う意味での業界団体の取組をつくっていく。つまり、個社の部分で共同規制をやりつつ、

まさに先生おっしゃるとおり、後押しをする。スタンダードを上げる。デフォルト。いわ

ゆるデジュールスタンダードとデフォルトスタンダードの違いみたいなところがあって、
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デフォルトでこうやっていったほうがいいのではないかというのが１点目です。 

 摘発体制のことですね。摘発体制の部分でいうと、これはまさに先生おっしゃったとお

り、情報交換をする場が私はないのではないかなと思います。ここ１年を振り返ってみて

も、コロナだったという点もあるのでしょうけれども、このデジタル広告についての情報

交換というのを法執行機関とデジタル広告ベンダー、事業者でやっているというのは、少

なくとも私のほうではあまり聞きませんし、そういったものを何らかの枠組みで設けて取

り組むインセンティブを継続的に持っていかないと、アドホックな人間関係でたまたまで

きても、その人間関係がなくなってしまえば、誰かが転職したとか部署が替わったとかで

なくなってしまうので、アメリカみたいにFBI、日本でいうと警察庁、警視庁になると思う

のですが、Google、Yahoo!、Facebookとか今回多分ヒアリングで呼ばれているような事業

者が定期的に情報交換する。可能であれば担当者同士がもっと気軽にできるような形がで

きるといいのですけれども、なかなかそこまでは行かないと思いますが、先生おっしゃっ

たような枠組みづくりというのをぜひつくっていただけるとありがたいなというように思

います。 

○生貝議員 

 ありがとうございました。御趣旨、よく分かりました。 

○依田座長 

 続きまして、川濵議員、お願いいたします。 

○川濵議員 

 私のほうからは１点だけ御質問させていただきます。 

 その前に、本日の明快な御報告及び共同規制に対して前向きな姿勢、非常に勇気づけら

れました。その関係で共同規制の利用の仕方に関する御社の見解をお聞きしたいところが

ございます。10枚目のスライドでアドフラウドに関して右側のところで、不正者は、何度

も審査を潜脱してアカウントを開設し、不正を繰り返そうとすることに関して事業者同士

が不正者に関する情報を共有する仕組みづくりに向けた後押しをお願いしたいという部分

がございましたけれども、ここにおいて何か取組が進まない理由というのが特にあるのか

という点を確認したいのと、これに関してはそもそもアドフラウドとかブランドセーフテ

ィーについては広告主やパブリッシャーからも実態把握するとともに一緒に問題を解決し

ていくためにプラットフォーム事業者への情報開示を求める声もあるわけですね。これは

逆に言うと、プラットフォーム事業者さんにとってもそれらの顧客からの信頼を確保する

上、トラストを確保する上で必要なものだと思うのです。 

 透明化法というのは、まさにその観点から透明性を高めながらモニタリングにおいてそ

れらの不満なんかを広告社、パブリッシャーなんかの意見も聴取しつつ、言わば相互に了

解し、それで円滑に今後の進展を待とうという枠組みになっておるので、これというのは

今、まさに情報を共有する、事業者同士が不正者に関する情報を共有する今のところでは

あまりにも誰がどのような形でアドフラウドのものになるのかという基準も含めて不透明
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な部分があるから、それらに関してこんなものがアドフラウドに入るのだということに関

する情報の共有というのを考えながら進めるというのが今回の共同規制の枠組みと思うの

ですけれども、この枠組みというのは御社の目から見て後押ししていて不十分なものとお

考えなのか、あるいはこれにはどこか大きなマイナスがあるのかという点について御確認

したいのですが、よろしいでしょうか。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 承知いたしました。 

 ここの部分については、事業者同士で不正者に関するデータベースを作るといいのでは

ないかと私は先ほど申し上げたのですけれども、まず個人情報の部分を集めるというとこ

ろはまず１つで、今の時代における背景としてあるのですが、もう一つは、この枠組みと

して、ここの透明化法の枠組みというのはどちらかというとプラットフォーム事業者に対

して、その取引をする相手方をなるべく不利な立場にしないようにしようというところが

ありますので、これをここに当てはめて言いますと、情報を共有した結果、不当に取引を

拒絶されたと思う、考える、推測する事業者というのは多分出てくると思うのです。何で

私が拒否されるのだと。 

 そういう人たちが増えることに対してどう思うのかというのと、恐らくそう思う人に対

して事業者団体で相談窓口をセットにするというような救済措置もセットにしてつくって

いくという全体のメカニズムというのがまだできていないというところがあると思います

ので、その辺りについて、全て一括して個人情報的にも問題ない、一定のアドフラウドに

ついての基準というのを業界団体も決めておく。なお、それに基づいて情報を集めてデー

タベース化して判断をする。その結果、取引拒絶、アカウントをつくってもらえない、取

消しになったとか、そういうような場合については救済措置としての相談窓口をつくって、

そこで対応を図るという全体のエコシステムというのをつくっていかないといけないのか

なというように思います。そのエコシステムをつくるに当たって、今回の共同規制の枠組

みというか哲学というのはすごく役に立つとは思います。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、川本議員、お願いいたします。 

○川本議員 

 よろしくお願いいたします。川本です。 

 まず中谷様、御説明いただき、どうもありがとうございました。共同規制の下、主体的

にルールメーキングに御参画いただくという前向きな表明をいただき、ありがとうござい

ます。 

 私からも１点だけ御質問させていただきたいと思います。 

 御説明いただいた資料の７ページで、業界の現在の取組として判定基準の開示を行って

いるというように書かれておりますが、事業者によっては判定基準の開示は悪用される可
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能性もあるため開示は難しいという反応を示している事業者もあるようです。各社で見解

にばらつきがある中で自主的な取組だけでその情報開示のレベル感をそろえていくことは

可能であるというように中谷さんは考えられていらっしゃいますか、逆にこの辺りは透明

化法のモニタリングレビューでの対話なども利用して開示のレベル感や方向性を一緒に検

討していくことは可能ではないかというところをお伺いできますでしょうか。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 判定基準の開示、これは非常に難しいと思いますね。一歩間違えるとリバースエンジニ

アリングをかけられてしまいますので、この手の判定基準というのは検索であるとかｅコ

マースとかあちらのほうでもありましたけれども、非常にセンシティブな内容でバランス

を取るのが難しい分野だと思いますので、業者によって少しばらつきが出てしまうという

のは最初のうちはやむを得ないのかなというようには思います。 

 実際にいわゆる対話をすることによってモニタリングのレベル感というのがある一定水

準に落ち着くような方向に私はなるのではないのかな。逆に言うと、していかないと業界

全体としての健全な発展のためにマイナスになってしまいますので、そこの部分のかじ取

りをどう行っていくのかというのが法施行後の問題というかポイントだというように思い

ます。 

○川本議員 

 ありがとうございます。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、伊永議員、お願いいたします。 

○伊永議員 

 ありがとうございます。 

 東京都立大学の伊永と申します。よろしくお願いします。 

 私のほうからも似たような話になるのですが、まず同じ問題意識を共有しているなとい

うように強く感じました。積極的、主体的にそれなりに個別に分けて取り組んでいただい

ていて、同じ方向に向けた取組を行っていると思っています。その上で、取引透明化法に

乗せた場合に業界の事情と大きく違うような、要は障害になるようなことが生じてはいけ

ないと思いまして、２点確認をさせていただきます。 

 １点目は、アドフラウドとか、ブランドセーフティというような話は、詐欺であるとか

欠陥品を売っているのと同じような意味合いがありますので、違法行為として取締りを強

めるべきという点については共感するのですが、その上で申し上げたいのが、一部の事業

者だけに規制をかけて取り締まるというのが取引透明化法ではなくて、むしろ一部の先駆

的な取組というものを他に広げていく過程をつくる、政府の後押しでそれを行っていくと

いうことが、モニタリングレビューの意味合いだということです。その意味で、何ら業界

団体の取組を阻害する側面はなく、むしろ取引透明化法はその取組を広く全体に広めてい
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くということに役立つと思っているのですが、そのような認識でよろしいですかというの

が１点です。 

 ２点目は、情報共有の枠組みのお話をされましたけれども、先ほどから出ているアドフ

ラウドとブランドセーフティというのは、その違反情報を共有することで取締りをしやす

くするという方向だけでよいのか、それ以上のことまでを御要望なのか、というのを確認

させてください。 

 以上です。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 どうもありがとうございます。 

 モニタリングレビューの位置づけあるいは意義に関して言いますと、まさにベストプラ

クティス、どこかの事業者がやったベストプラクティス、取組を横展開することによって、

要するに学びの場になるという意味になりますので、弊社としてもベストプラクティスと

していろいろ出していきたい、御提示できるようにしたいというように思っておりますの

で、ぜひこの枠組みというのはあったほうが私はいいと思います。 

 今、２点目、いわゆる犯罪的なもの、アドフラウドにしてもブランドセーフティーにし

ても、それを摘発すればそれで終わりなのかというのは、この一つ現状、今ある問題点に

対しての短期的な措置としては、これがあったほうが抑制されるという意味での抑止効果

の問題なのですけれども、もう一つは、今後、Cookieとかその他いろいろと広告を取り巻

く技術的な要因というのは変わってくると思うのですが、アドフラウドが起きないような

メカニズムというのは技術でもできるのではないのか。要するに、ネクストジェネレーシ

ョンアドバタイズメントではないですけれども、そういった技術の開発によって、まさに

技術開発によって、より正しい、的確な、公正な広告、デジタル広告を実現するというの

は事業者に課せられた一つの責務だろうというように思っていますので、その両輪があっ

てこそ回るものだというようには認識しています。よろしいでしょうか。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、塩野議員、お願いいたします。 

○塩野議員 

 本日はありがとうございます。 

 経営共創基盤、塩野でございます。よろしくお願いいたします。 

 お示しいただいた資料の11ページにターゲティング広告のガイドラインの策定のお話が

あろうかと思うのですけれども、こちらは先般のアドフラウドの抑止力という面で、ガイ

ドラインということでよろしいのでしょうか。こういう抑止力を考えた場合、より一層の

踏み込んだものというのを業界的に必要とされるのか、一旦ガイドラインということで団

体に参加していない事業者というのを取りまとめるということでしょうか。ここの度合い

というものをアドフラウド、ターゲティング広告でお教えいただければと思います。 
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○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 ありがとうございます。 

 第１段階としては、業界団体によるガイドラインに積極的に全ての業者が守るように、

それも前提として業界団体に入るということが重要なのですけれども、そのようなガイド

ラインはあったほうがいいというか、ある意味、政府の後押しという意味でのガイドライ

ンです。 

 もう一つは、それが効かなかった場合には、より強力な執行力のある政府がつくる、い

わゆる告示だとかそちらのほうになってくると思うのですけれども、現時点では、先ほど

のJICDAQの話をしますが、我々としては業界団体による取組、そのガイドライン、その執

行、これがきちんとできるような形で政府としての後押し。その後押しの仕方として、い

わゆる一番軽いもの、それをガイドラインというように書いてあるのですが、そのレベル

感で最初はお願いをしたい。それができなかったら、次のステップに行くのだろうなとい

うのが温度感です。 

○塩野議員 

 そうしますと、政府の制度として、まずは業界団体とのコミュニケーションをしつつ後

押しをして、それでまだ何らか取り締まれない部分がある場合はより強度を上げていくと

いうようなことが業界としては必要というお考えでよろしいでしょうか。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 少なくとも弊社のほうではそういうように思います。 

○塩野議員 

 なるほど。了解いたしました。ありがとうございました。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、増島議員、お願いします。 

○増島議員 

 ありがとうございました。 

 全体の時間が非常に限られていると思いまして、皆様、それぞれ視点は大体似たような

ところを聞いていらっしゃるので私のほうはここでスキップしていただいて大丈夫です。

他のトピックをもっといろいろ話さなければいけないと思いますので、以上です。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、森川議員、お願いいたします。 

○森川議員 

 ありがとうございます。 

 森川です。今日は本当にありがとうございました。 

 再確認が１点と、あと２点目はコメントというか、お願いになります。 
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 １点目は、一番初めに生貝先生のほうからあった10ページ目、業界団体による取組に任

せてほしいということです。共同規制をこちらにかけるときに阻害する要因というのがそ

れほどないようにも見えまして、逆に効果もあるのではないかとか、JICDAQへの参加意識

も高まるのではないかといったようなこともあるようにも見えたのですが、阻害する要因

というものが何かあるのであれば教えていただきたいというのが一点目になります。 

 ２点目はお願いになりますが、７ページ目ですか。判定基準の開示というほかの先生も

御指摘になられましたけれども、これはぜひリーダーシップを取っていただいて、何が開

示できるのか、あるいは駄目な場合はなぜ駄目なのか、そのようなところもぜひ開示して

いただくようなリーダーシップを取っていただきたいというお願いです。かじ取りという

言葉もありましたけれども、ぜひうまいかじ取りをお願いしたいというお願いになります。

ありがとうございます。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 どうもありがとうございます。 

 １点目のところについては、特段何か障害になるということはないというように考えて

おります。 

 ２点目について実施のかじ取りという点で言いますと、判断基準に関しては、実は弊社、

ｅコマースのほうで有識者会議を設置しまして、その有識者の会議の提言に基づいて昨年

の末に我々、ｅコマースのほうでYahoo!ショッピングのほうなのですが、どういう形でや

るのかというのを公開しています。同じことをデジタル広告のほうでも行うつもりです。

つまり、デジタル広告について、今、お話をさせていただきました課題、これについて弊

社のほうで今度、Zホールディングスのほうで会議をつくる予定です。 

 前回Yahoo!だったのですけれども、LINE社が統合しましたので、そのLINE社とYahoo!と

デジタル広告をやっている企業は２つになりますので、ホールディングスのほうでデジタ

ル広告に関する有識者会議というのを設置して、この課題について有識者の方に議論をい

ただいて、また提言をいただいて、それを全部発表して透明性を持った形で、何が問題な

のか、どういうことを行うべきなのか。100もらって100全部できない場合もあるのですけ

れども、そのできない部分については説明をするのですが、要は提言を書いていただいて、

それを実行しますという形で我々としてはそれをリーダーシップと言うかどうかは別とし

ても、ベストプラクティスの一つとなるような形で我々としての方向性というのを法が施

行される前までにはやりたいなというように思っていますので、近々、デジタル広告に関

する有識者会議というのを開いてもろもろの議論をしていただき、アドバイスをもらって

進めていきたいというように思っています。 

 以上です。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 山田議員、お願いいたします。 
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○山田議員 

 ありがとうございます。 

 私は１点だけコメントなのですけれども、共同規制が望ましい分野もあるというお話を

いただいて、誰がその共同規制のドライバーズシートに座るかという話について、御意見

があったらコメントいただきたいと思ったのです。仮に広告の話が透明化法みたいな形で

モニタリングというような形になると経産省ということになるのだと思うのですが、プラ

イバシーとか独禁法とかアドフラウドとかいろいろな問題が入っている中で、海外の当局

は既存の厳しい競争法制を拡大適用するアプローチも珍しくないのに対し、日本はどちら

かというと産業政策の規制みたいな形で今進んでいるわけなのですが、例えば公取委の所

管になると、歴史的に検察庁と同じ慎重なカルチャーがあるので、99％の美学みたいなこ

とで若干介入できる幅が少ないのに対して、産業政策ということでやるとより介入の幅は

広くなるが罰則は薄いという立てつけになるわけなのですが、設計としてはどちらが望ま

しいのか。経産省のモニタリングということが産業政策としていいのかというようなこと

についてコメントいただければと思いました。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 どうもありがとうございます。 

 確かに広く言いますとグローバル、ぐるっと見てみますと、いわゆる課徴金をどんとや

ったりするタイプの取締りというのでしょうか、罰則型と産業政策の２つ、分かれると思

います。日本の場合については、経済産業省が主体となり、あと当然、内閣官房があるわ

けですけれども、産業政策を考えた上でデジタルプラットフォーム事業についての問題点、

課題点というのを今、議論されているというように認識はしております。 

 つまり、デジタルプラットフォーム事業者というのが何か問題を起こしているのではな

くて、今の新しいDXとかよく言われますけれども、デジタル経済、デジタル社会の中にお

いて非常に便利な、あるいは社会課題を解決するサービス、プロダクトは出している。そ

ういう点では非常に世の中のためになっている。しかしながら、その副作用、副反応とい

うのもある。そこの部分について、どうやって最小化していくのか。それが今、透明化法

の中で議論されているのだろうというように思っております。 

 ですので、我々のほうとして見ますと、我々の弊社の場合は特にそうですけれども、ネ

ット技術、IT技術によって世の中にどこまで貢献できるのかということを第一に考えてお

りますので、そこの部分についての産業政策というのを考えていただいているという意味

での共同規制というのは大賛成です。 

 他方、後ろのほうにも申し上げましたけれども、ルールを守らない、あるいは規制が緩

いとそれに乗っかってルールをはみ出る者というのが当然どういうようにやっても出てき

ます。そこの部分については、産業規制と分けた形でしっかりと罰則、それが準司法手続

か、司法手続かはまた別の議論なのですけれども、そこはある意味、インパラレルで両方

やっていくというのが望ましいのではないかというように思います。 
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 以上です。 

○依田座長 

 どうもありがとうございました。 

 座長の私のほうからも１点だけコメントをさせていただきたいと思っております。 

 パーソナルデータというのもこのデジタル広告においては非常に重要な問題になってお

ります。御社も共同規制の対応として、課題の一つにパーソナルデータを挙げておられま

す。このデジタル広告の分野では、メディアであるとか広告主だけでなく消費者も重要な

参画者であると考えておりまして、御社としてパーソナルデータのモニタリングにつきま

して、共同規制の枠組みで、消費者の個人情報、個人関連情報が搾取されてしまっている

のではないか、そういう懸念を和らげるためにどういう取組を考えておられるか、また、

どういう取組を望むか、それについてお答えください。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 どうもありがとうございます。 

 消費者の観点から情報が搾取とは言わないですけれども、どんどん取られているのでは

ないかという不安があるという御指摘、それに対してどうやるのか。こういうことでよろ

しいでしょうか。 

○依田座長 

 お願いします。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 まず情報、デジタル広告というのは消費者、ユーザーがインターネット上で、サイト上

でいろいろな活動をしていただいた、それをビッグデータ処理していろいろとターゲティ

ング広告とかに使っているわけですから、なるべく長くいていただいたほうがいいわけで

すね。ですから、長くいていただくためには安心してそのサイトを使っていただくという

ことが重要だと思いますので、安心していただくという点において、きちんとデータをど

うやって使うのかというのをなるべく分かりやすく理解いただけるような方向性、ユーザ

ーインターフェースと言ったほうがいいのかもしれませんけれども、それをプライバシー

ポリシーあるいは最初に同意をいただくときになるべくそういった形でユーザーインター

フェース、今まで変えてきています。今後、それは引き続きやっていかなければいけない

ことだと思います。 

 あと、またこの問題に関しては、個人情報、プライバシーに関する国民の温度感という

のが国によって違う場合がありますので、必ずしも他国のものをそのまま日本に持ってき

てそれでオーケーというわけではないと思いますので、やはり日本のユーザーの気持ちと

いう部分をいかにきちんと事業者として聞けるのかというのがポイントとなるのではない

か。ですから、過去においてよかったやり方、それが来年、法律が変わるので随分やり方

が変わると思いますけれども、法律でぎりぎり決められたことをやるというのではなくて、

そのユーザー、特に日本の国のユーザーが多いので、ただ、今回の場合には日本の話です
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から日本の場合ですと、その日本のユーザーの温度感というのをしっかりと見極めた対応

というのを継続的に行っていきたいというように思っています。 

 もし何か問題があるのだったら、すぐに問題を直す、放置しない。それを継続的により

分かりやすい形で続けていくことが、結果的に中長期的にはユーザーの信頼を勝ち得て、

安心して弊社のサービス上の中で長い間使っていただけるというプラスのサイクルになる

のではないのかなというように思います。ただ、この部分に関しては非常にビジネスサイ

ドといわゆるデータプロテクション、データ保護サイドの一種のいい緊張関係、ガバナン

スという、これをどう保つのかというのは社内においても極めて重要なことなので、いわ

ゆるモニタリングの中で私が今、申し上げたようなガバナンスというのをどうやって各社

対応をキープしていくのかというところも検討するといいのかなというように思います。 

 経営自体はパフォーマンスとガバナンスのバランスなのですけれども、まさにその真ん

中に今、個人情報とかセキュリティーが来ているというのがデジタルビジネスにおいての

ど真ん中の課題になっていると思いますので、ここの部分はぜひ有識者の先生方あるいは

官庁のほうのアドバイスを得ながら進めていきたいというように思っています。よろしく

お願いします。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 Yahoo!様におかれましては、この枠組みに対して前向きで力強い意見をもらって、座長

としては感謝しております。この取引透明化法というものは我が国において国が大枠を定

めてプラットフォーム事業者の創意工夫を尊重しながら透明性、公正性を高める共同規制

的なアプローチを取っているものでございますので、デジタル広告市場もそのアプローチ

は有効と考えておりますので、今後もYahoo!様には力強い協力をお願いしたいと思ってお

ります。どうも本日はありがとうございました。 

○依田座長 

 それでは、本日はここでYahoo!様には御退室いただければと思っております。 

○中谷昇常務執行役員（ヤフー） 

 どうもありがとうございました。失礼いたします。 

（Yahoo!関係者退室） 

（JIAA関係者入室） 

○依田座長 

 それでは、JIAA様からヒアリングを行います。 

 JIAA様からは約15分で御説明いただいた後、25分ほど意見交換を行います。 

  

 順番ですが、山田先生を先頭に、名簿の逆順で参ります。 

  それでは、よろしければ、JIAA様、御説明をお願いいたします。 

○橋本浩典専務理事（JIAA） 



16 

 

 それでは、よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速ではございますが、お時間も限られますので内容について御説明を事務

局長の柳田より御説明さしあげます。よろしくお願いいたします。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 よろしくお願いいたします。 

 それでは、御説明させていただきます。 

 まず、当協会はインターネット広告と呼んでおりますが、デジタル広告の事業を国内で

行う媒体社、広告配信事業者、広告会社など275社が加盟している業界団体です。海外に本

拠地のあるプラットフォーム事業者も会員として共にインターネット広告の健全な発展、

社会的信頼の向上のために活動を行っております。 

 活動の趣旨や内容につきましては、一昨年11月に第５回ワーキンググループ会合で説明

しておりますので、本日は割愛させていただきます。 

 ２ページ、本日の御説明の目次でございます。 

 本日はデジタル広告市場の競争評価での諸課題についての考え方につきまして、当協会

の課題の認識、解決策、業界における取組を中心に御説明いたします。そして、一定の規

律を設けるべきかとの御議論に関連して、当協会の考えを述べさせていただきます。 

 ３ページ、まず当協会の認識です。 

 デジタル広告の取引の透明性に関して、質についての課題が上げられていますが、アド

フラウド、ブランドセーフティー、ビューアビリティー、ユーザーエクスペリエンスの問

題の要因はそれぞれ異なり、対応策も一律ではありません。広告主や媒体社も含め、多種

多様な事業者がデジタル広告取引のエコシステムを形成しています。そのような市場で情

報開示によって特定のプラットフォームのサービスの質を透明にしても、課題の本質的な

解決にはならないと考えます。サービスの質自体が競争という面もありますし、その質を

確保するためのベリフィケーションベンダーも複数登場しています。 

 複雑なエコシステムでは広告主を含め、各事業者がそれぞれの立場で正しい認識の下、

必要な対応策を実施すること、そして、各事業者が互いにポリシーや機能、要求事項など

を理解した上で取引することが解決策であると考えます。 

 ４ページは参考です。 

 当協会のデジタル広告の質に関する各課題についての認識は、既に中間報告の際に提出

いたしておりますが、改めて趣旨をまとめております。 

 ５ページ、さらにオープンマーケットでのオークション取引は多種多様な媒体の広告在

庫が複数のプラットフォームを通じて取引され、価格は需要と競争で決まります。取引の

実務では価格と成果の数値を見ながら細かく運用するもので、広告主は広告会社に運用を

任せていることが多いと思います。 

 質や価格に関する課題の多くはオープンマーケットでの取引にあります。買手が高い質

を求める場合や売手が価格をコントロールしたい場合には、オープンマーケット以外の取



17 

 

引手法を選択することもできます。なお、ベリフィケーションベンダーの調査でグローバ

ルに比べて日本のアドフラウド率が高いのは、オープンマーケットでクリックやアクイジ

ションで購入する広告主が多いことが理由の一つと考えられます。 

 また、インプレッション買いの場合でも検知でき測定値から除外されれば問題にならな

いものです。同様にビューアビリティーについてもベンダーの調査で日本のビューアブル

率がグローバルに比べて低くなる傾向があります。これも獲得型のキャンペーンでビュー

アビリティーを問わない買い方をすることが多いためで、日本のデジタル広告の質が低い

というのは誤った見方です。 

 ６ページは御参考として取引手法の分類をまとめたものです。 

 プログラマティック取引にはオープンマーケットプレイスのほか、オークションへの参

加者を限定するプライベートマーケットプレイス、オークションではなく単価を固定した

プリファードディール、予約型と同様のオートメイティッドギャランティードといった手

法があり、求める質に見合った取引手法を選択することができます。 

 ７ページ、御説明したとおり、多様な取引が行われる複雑なエコシステムでは、解決策

は業界及び事業者が自らの質の確保に必要な対策を行うこと、さらには関係機関と連携し

て具体策を実行することです。 

 ブランドセーフティーの確保では、広告主が発注内容を明確にしてセーフリスト、ブロ

ックリストの運用を行うことや、事業者がそれぞれのサービスの機能を説明し、それを理

解した上で選択して利用することが必要です。 

 アドフラウドは、広告事業者が日々不正の検知と除外を行うことはもちろん必要ですが、

大規模なものは国際的な詐欺犯罪ですので、国際機関や警察の取締りをお願いしたいとこ

ろです。実際に米国、英国の業界はFBIやロンドン警視庁と連携していると聞いております。 

 ビューアビリティーは、インプレッションの測定技術の進歩によって計測可能になった

ものですが、測定できないインプレッションがあるなど、パブリッシャー側の課題もあり、

改善が望まれます。 

 ユーザーエクスペリエンスは、媒体側での広告フォーマットの改善が必要です。いずれ

の課題も既に解決に向けた取組を進めております。 

 ８ページ、問題は、オープン化した市場にアウトサイダーが紛れ込んでいることにあり

ます。悪質な広告主、広告収入だけが目当ての質の悪い媒体、不正に広告費の詐取を狙う

第三者など、実社会と同じように悪意ある者が存在します。真っ当な事業者はこうしたア

ウトサイダーを正当な市場から排除することに非常にコストと労力をかけています。根本

的な解決策は、売手と買手の正しい認識と業界を挙げた努力による健全な市場の形成です。

買手が取引の効率ばかりを優先して分かりやすい成果の数値だけを追っていては解決しま

せん。 

 ９ページ、ここからは解決に向けた具体的な取組を御説明いたします。 

 １つ目は、業界ガイドラインによる取組です。当協会では、ブランドセーフティーガイ
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ドラインを2019年に策定しております。また、現在、無効トラフィック対策ガイドライン

の策定を進めています。なお、ビューアビリティーについては、測定ガイダンスやTips集

を作成しております。また、ユーザーエクスペリエンスについては、広告フォーマットに

関するガイドラインを定めておりますが、ここでは割愛させていただきます。 

 10ページ、なお、当協会のガイドラインは会員社のビジネスの指針であり、適法性だけ

でなく社会通念上の合理性や適正性を考え、全会員社の合意の上で定めているものです。 

 11ページ、ブランドセーフティーガイドラインでは、広告掲載先の品質確保の原則を定

めております。第４条では各事業者が排除に努めるべきカテゴリー、第５条では広告主の

ブランドによっては必要に応じて排除に努めるべきカテゴリーを定めています。 

 12ページは、それらのカテゴリーを表にしたものです。 

 13ページ、原則では、各事業者による対策の実行、維持、改善に努めることを定めてい

ます。また、取引の開始前、開始後も適時、広告主も含め関係者間で対策内容を確認する

よう努めることも定めています。その他、後ほど説明いたしますが、関係機関との情報連

携を望ましい事項として定めています。具体的には当協会が警察庁のIHCから提供を受け

ている違法有害サイト情報やCODAから提供を受けている著作権侵害サイト情報を会員社が

対策に利用する取組も行っています。 

 また、14ページは、CODAから提供されるリストを活用した具体的な対策例です。複雑な

取引の流れの中でそれぞれの事業者がフィルタリングやパトロールなど可能な方法で不正

のサイトを排除するために利用しています。 

 15ページは業界が推奨する技術標準の一つ、ads.txtの導入と異常値の検出・判定による

実際に行われているアドフラウド対策の例です。ads.txtはパブリッシャーとDSPが対応す

ることによって、特に大手のパブリッシャーが狙われやすいドメインのなりすましによる

被害を防ぐことができる技術です。 

 16ページ、こうした自主的な取組は、技術の進化のスピードが速く、国内外の多様なサ

ービスが複雑に絡み合い、変化が著しい中でも柔軟に機動的に対応することができます。

さらに、各事業者はそれぞれ人材を割き、コストをかけて開発し、リスクを抱えながら業

界のルールを踏まえた自主的な取組を実践しています。 

 続いて、17ページは、解決に向けた取組の２つ目、広告３団体で推進しているJICDAQの

取組です。JICDAQは３月１日に設立し、４月から事業開始を予定しています。まずは無効

トラフィックの除外とブランドセーフティーの確保に関して事業者の業務プロセスの認証

を行います。認証を付与した事業者を公開することで市場の信頼を形成していきます。取

得している事業者にしか発注しないという商慣行が成立していけば、市場で有効に機能し

ていくものと考えています。 

 次に、18ページは、解決に向けた取組の３つ目、関係機関との連携です。現在行ってい

る一つは、ブランドセーフティーガイドラインにも掲げている警察庁のインターネット・

ホットラインセンターとの連携による違法有害サイトへの広告掲載抑止の取組です。2014
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年からIHCが一定の基準で判定した違法有害サイトのリストを２週間に一度、提供を受け、

会員社が広告配信先から除外するフィルタリングなどの対策に利用しています。 

 19ページ、以上、御説明してまいりました認識と解決策、具体的な取組を踏まえまして、

改めてデジタル広告市場に対する規律について考えますと、まず質の問題に関しては、現

在、業界ガイドラインの実効性を確保するために広告３団体でJICDAQを立ち上げ、業界全

体で一歩踏み込んだ施策を進めようとしています。 

 御説明いたしました業界や事業者の自主的な取組の内容を十分に御検討いただき、実効

性を確かめた上で規律が必要かどうか、どこを補完すべきかを改めて検討いただきたいと

考えます。 

 また、特定のプラットフォーム事業者に対して、法的規制によってサービスの質に関す

る透明性を求めることについては、大規模プラットフォームのみを対象にするものであっ

ても中小事業者への取引先からの要求事項になるおそれがあり、その影響により市場全体

への過剰な要求になりかねないと懸念しています。既に各事業者は膨大なコストをかけて

対策を実行しています。それに加えて、ニーズに見合わない過剰品質や本質的な問題解決

とは異なる情報開示の要求に応える負担が増せば、中小事業者の競争力は弱まります。そ

うなれば、むしろ大規模事業者の寡占が進み、さらに影響が高まることになりかねず、市

場全体にとってマイナスの影響をもたらすおそれがあると考えます。 

 最後に、20ページ、パーソナルデータの取扱いに関する課題について、考えを述べさせ

ていただきます。 

 ターゲティング広告については、一昨年11月のワーキンググループ会合で自主的な取組

を御説明しましたとおり、ユーザーへの透明性と選択の機会の提供については、当協会の

ガイドラインによって既に規律されております。当協会のガイドラインは、個人情報保護

法の遵守を前提として総務省の配慮原則などを踏まえて策定し、社会情勢や技術動向の変

化に応じて適宜改定を行ってきております。そうした法令や業界ガイドラインに加えて、

さらにプラットフォーム事業者に特化した規律が必要であるとは当協会は考えておりませ

ん。 

 一方で、諸課題についての考え方では、プラットフォーム事業者による広告主へのデー

タ提供の制限に関して、消費者へのプライバシーの配慮とは真逆の指摘もなされています。

これまで既存の法規制や自主規制の在り方について丁寧に議論と施策を積み重ねてきてい

る中で、十分な検証や評価もなく、突然競争政策上の観点のみで矛盾した考えが示されて

いることは疑問にも思います。 

 また、ターゲティング広告にかかわらず、デジタル広告市場でのパーソナルデータの取

扱いの規律や在り方については、個人情報保護法や欧米など諸外国の法規制や自主規制を

考慮したものですが、そのほかにOSやブラウザなどの技術動向にも大きく影響を受けるも

のです。特にブラウザやアプリの識別IDや端末や通信の識別情報はターゲティングだけで

なく広告のフリークエンシーコントロールや広告主へのレポーティング、効果測定、アド
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フラウドなど不正トラフィック対策、デバイスや通信環境に合わせた表示の最適化など、

デジタル広告の初期から利用しているビジネスの根幹に関わる仕組みです。 

 この識別の仕組みはOSやブラウザメーカーのポリシーによって利用制限がさらに強化さ

れる方向にあります。これらの動向に関しては、現在、大きな転換期にあります。今後は

国内外で進めてきた施策や各事業者のサービスも設計から見直しが必要になってくるとい

えます。こうした状況の中で、スナップショット的に一面だけを捉えて規律をかけること

には慎重であるべきと考えます。 

 説明は以上でございます。 

○依田座長 

 それでは、議員の皆様から御意見を伺います。 

 お一人から御質問をいただく都度、JIAA様から回答をお願いする形で進めていきたいと

思います。 

 では、山田議員からお願いいたします。 

○山田議員 

 ありがとうございます。 

 非常に分かりやすい御説明で大変助かりました。１つ私から質問は、今、アドフラウド

のこともおっしゃっていたのですけれども、透明性という名の元に、プラットフォーマー

に対してきわめて広汎な批判や改善要求が出ている。例えば公取委の優越的地位の濫用に

反するのではないかとか、AIがどういう仕組みになっているのか開示しろ、あるいは英語

表示のままだと分からないので日本語で説明せよ等々いろいろな要求が来ている訳です。

広告サービスというのは、長いサプライチェーンが何層にも重なり複数のプレーヤーがい

る市場だと思うのですが、最後にそもそも介入をするのがあまり望ましくないのではない

かという御意見もあったのですが、もし当局が介入して何等かの改善行為を取る、追加措

置を取る義務が生じた場合に、誰かがそのコスト負担をしないといけないわけです。今、

どちらかというとメディアを持っているプラットフォームに対して全部英訳しろとか負担

を求めていて、海外も含めてそういう方向に流れているわけなのですが、広告サービスに

関わるいろいろなメンバーの方がいらっしゃる御組織としてはどう考えるか。プラットフ

ォームではなく仲介をしている代理店がそのクオリティーのコストみたいなことを負担す

るべきなのか、それとも新しいビジネスとして例えば会計ファームがそういう判定サービ

スに新しいビジネスとして参入してそれを使う広告を出す人がコストを負担するべきなの

か、そのコスト負担の配分みたいなものについて、もしお考えがあればコメントいただき

たいと思いました。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 コスト負担、これは透明性の課題の中で具体的にどの課題に関してということはござい

ますでしょうか。 
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○山田議員 

 私が一番懸念を持っているのは透明性。外国で使われている英語のサービスが入ってき

たときに日本で全部翻訳しなさいとか、そういうもの。アドフラウドというよりはそうい

うビジネスのスムーズさみたいなところへのコスト負担ですね。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 基本的には日本でビジネスを行う海外の例えばプラットフォーム事業者が、日本でビジ

ネスを行うのであれば日本の取引先に対して自ら示すべきであるというように考えており

まして、例えばターゲティング広告のオプトアウトなどを例に取りますと、基本的に消費

者に対して選択の機会を提供するというところに関してプラットフォーム事業者が日本語

できちんとサービスの説明をし、オプトアウトを提供するということがなされるべきであ

るというのが我々のガイドラインでも考え方としております。 

 それと同じように、やはりプラットフォーム事業者が自ら取引先に対して示していくと

いうことでないと、例えば中間で取り持つ事業者がいたとしても、正しくそれが相手先に

対して伝わるとは限らないということを考えますと、そこはビジネス上のリスクにもなり

得るものというように言えると思いますので、そこは海外の事業者が自ら日本でサービス

を行うときに自らきちんと示すべきというのが我々のガイドラインの考え方になります。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、森川議員、お願いいたします。 

○森川議員 

 御説明ありがとうございます。森川でございます。 

 １点だけ御質問させてください。非常に丁寧に御説明いただきましてありがとうござい

ました。例えば共同規制というような枠組みの提案というのが政府から出ていたわけです

けれども、そういったものをするに当たってもそれほど阻害要因にはならないのではない

かという感じがしておりました。そこの点、どういったところが阻害要因になるのかとい

うところ。恐らく目的は健全な広告市場の形成。それは多分一致していると思いますし、

それに向けてガバナンスというものがやはり広告分野でも必要だというのは一致している

と思います。 

 もちろん、共同規制的なところをやっていくに当たっても上手なうまいかじ取りという

のは必須だというようには思っておりますが、必ずしもだからといってそれが駄目なのか

どうかというところを深掘りしていきたいなというように思っておりますので、この辺り

に関して積極的に前向きに御検討いただけるのかどうかというところをざっくばらんにお

知らせいただければというように思います。ありがとうございます。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 共同規制の考え方については、それ自体を反対するというものではございません。ただ、
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業界のガイドラインが既にある、規律されている、あるいはほかに法律があるといった中

で、どういった新たな枠組みでその共同規制的な手法を取り入れられるのかということに

関しては、一つは課題によって、それぞれ異なるということがあるかと思います。 

 それから、業界のガイドラインがある中で、それを守るインセンティブが付与されるよ

うな形での共同規制ということでしたら、それは業界としても受け入れるということがあ

り得るというように思っております。その辺りは今回の御検討、専門家というのは我々業

界の人間ということになりますけれども、そういった者がいない中で御苦労されて御検討

されているのだろうなということは非常に想像しておりまして、そういった中で各課題を

正しく理解して、先ほど解決策もそれぞれ異なるというお話をしましたが、そういった中

で御検討を深めていただいて何らか共同規制的なことをお示しいただけるということであ

れば十分検討できるというように思っております。 

 以上で御回答になっておりますでしょうか。 

○森川議員 

 ありがとうございます。 

○依田座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、増島議員、お願いいたします。 

○増島議員 

 御説明をいただきまして、どうもありがとうございました。 

 JIAAさんは、まさにデジタル広告の領域における日本で唯一のというように申し上げて

いい大きな団体でございまして、マーケットに一定の規律をもたらそうということを考え

たときに、この国ではJIAAさんはとても重要なのだというように承知をしております。 

 先ほどおっしゃっていただいたとおり、我々は、しょせんは素人なものですから団体の

専門的な知見を生かしながら、ただ、いわゆる任意団体でございますので、やはりエンフ

ォースメントがどうしても弱くなるというように思っておるところでありまして、政府が

得意な分野と掛け合わせたい。つまり、実効性をもたらすためにどんなルールを持つべき

かというところは政府が得意な分野ですので、どのようにJIAAさんと協力することができ

るのかというのが我々の大きな物事の捉え方なのです。この捉え方を前提としたときに、

先ほどご指摘のあったルールは自分たちでもうできているのだから放っておいてほしいと

いうのは、我々と議論がかみ合っていないような気がいたします。今、我々はそのような

立場でお話を伺っていますということを踏まえた上で、我々とどういうように協力をでき

るのかというところについて少し御意見をいただきたいというように思います。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 それで言いますと、皆さんが御検討されているワーキングの議論について逐一内容を理

解しているわけではないですし、知り得る立場にないということがございますので、もし
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かしたらその辺りも深く御議論されているのかもしれないというようには思いながらでは

ありますけれども、例えば透明化法によって特定の大規模プラットフォーム事業者だけに

何らか規律をかけることでこのエコシステムの規律に関してのエンフォースメントが効い

ていくというようには思っていないというのが全般的にお話ししている内容でございます。

ですので、もちろん、おっしゃるとおり、何らか得意な分野で国の後押しをもらい、それ

がデジタル広告市場の健全な発展のためになっていくということは十分考えられるのです

けれども、現在、今の議論の内容を承知しておりませんので、どこでそういった支援をい

ただけるものであるのか、それがどうあれば適切であるのかということに対して、現在、

意見を持っておりません。 

○増島議員 

 そうしますと、その辺の議論ができることがもしあるのであれば、良い関係がつくれる

はずだという理解でいいのか、それとも、そもそもこの立てつけがプラットフォームに規

制をかけている、このアプローチがいけないのであるという話であるとすると、そこには

協力の契機が見いだしにくいような気がするのですけれども、それはどういう御主張なの

でしょうか。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 市場の構造をよく御理解いただいているのであれば、特定プラットフォーム事業者だけ

に何らかの法的な規制をかけることによって業界が健全に発展していくというものではな

いということを御理解いただけるのではないかというように思っております。 

○増島議員 

 ありがとうございます。多分少しまた御議論させていただくということかなというよう

に思いました。ありがとうございます。 

○依田座長 

 今の点は、また今後、議論が必要なところですね。そこのところは例えば標準的な経済

学から現在考えているデジタル広告における間接ネットワーク効果の両面市場の考えとは

違うので、もう少しコミュニケーションが必要なように感じました。 

 では、続きまして、塩野議員、お願いいたします。 

○塩野議員 

 経営共創基盤の塩野でございます。 

 御説明いただき、誠にありがとうございます。直近ありました議論のことになってしま

うのですけれども、19ページでおっしゃっている過剰な要求、中小事業を含む市場全体の

過剰な要求であったりニーズに見合わない過剰品質の今後の議論のために何をお示しされ

ているかの具体的な内容をお教えいただければ幸いです。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 全般的に御検討されて出されている報告を拝読いたしますと、広告主の主張をほぼその
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まま盛り込んでいるというか、のみ込んでいるというか、そういった内容になっていると

いう感想を持っております。そういう意味で言いますと、広告業界ではお金を出す広告主

が一番立場は強いです。その辺りが、広告主はプラットフォームを利用しているというこ

とで弱者であるかのように、消費者と同じような弱者であるかのようなもしお考えでこの

報告がまとめられているとすれば、それは広告業界にとっては大きな齟齬といいますか、

そういったものというように考えております。 

 ですので、過剰な要求になるというのは、例えば特定のプラットフォーム事業者、開発

力もありますし、人材力もありますので、そういった意味では要求される透明性に応えて

いくとすれば、広告主は特定の大規模なプラットフォーム事業者のサービスが標準である

というように認識した場合、中小の事業者がそこまでコストもかけられず開発力もない中

でそれに対応していかなければいけないということは非常に厳しいことだということを申

し上げています。 

 今の御説明で理解いただけますか。 

○塩野議員 

 なるほど。そうしますと、今のエコシステムとして現実問題に一番弱い立場にいるのは

中小の事業者であるというお立場ですか。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 そうです。 

○塩野議員 

 なるほど。例えば弱者である中小の方々は具体的にはどういったプレーヤーを指してら

っしゃいますか。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 我々の会員一覧を御覧になっていただきますと、今、275社ありますけれども、その中で

特定の大規模なプラットフォーム事業者と競合するサービスを行っているところは複数ご

ざいます。そういったところのことを申し上げております。 

○塩野議員 

 なるほど。非常に具体的によく分かりました。誠にありがとうございました。 

○依田座長 

 続きまして、伊永議員、お願いいたします。 

○伊永議員 

 ありがとうございます。東京都立大学の伊永です。 

 今まで拝聴していて幾つか誤解があるのかなというように思いました。先ほど、広告主

の立場が強いにもかかわらず「弱い」というように理解しながら議論しているとのご指摘

がありましたが、そのようなことはありませんので、この点は明確にしておきたいと思い

ます。一方で、やはりアドフラウドとかブランドセーフティーとかという問題というのは

大変大きな懸念だと思っておりまして、御協会がいろいろな取組をされているということ
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は承知している一方で、実効性を確認しながらその後で検討を始めたらどうかというのは、

この問題を軽く見過ぎているようにも思っています。 

 これは、やはりなくしていかなければいけない問題だというように、我々も強く思って

います。その点で、我々はJIAAさんに取って代わろうとしているわけでも、取って代われ

るわけでもなく、政府というものの後押しで、どうにかこの問題に対応できないかという

ように考えていますが、御指摘のように専門的知見の部分で欠けているのだとすれば、同

じ相互理解の輪の中に加わっていただかないとうまく進まないとも思っています。 

 取引透明化法は、問題となっている事業者に制限をかけているわけではなくて、業界の

取引慣行に対してスイッチを入れられるような鍵となる事業者に御協力いただいていると

いうことですので、そのことがJIAAさんの取り組んでおられる様々な取組、これはぜひ推

進していっていただきたいのですが、それの妨げになっているというようには思っており

ません。 

 その意味で、うまくJIAAさんが持っている問題意識であるとか知見であるとか、それを

もし我々が間違っているのであれば反映していただきたいというように思っておりますの

で、自分たちもできることを考え続けたいと思いますけれども、この枠組みに対してでき

ることはないというようにおっしゃるのか、それとも、そういうことであればぜひ参加し

たいというように思われるのか、そこをお聞かせください。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 誤解がもしかしたらあるのかもしれないとは思っております。なぜならば、御議論の詳

細を承知していないからです。また、今回の枠組みにお声をかけていただいているわけで

はないですので、外から見ているという状況であるということはおっしゃるとおりです。

ですので、もし今後、深い御検討をされていくということであれば、我々ももし目的が一

緒なのであれば十分対応しながら効果的な施策を考えていくということはあるというよう

に思っています。それが共同規制的な枠組みかもしれません。 

 ですので、そこを否定しているということではないのですが、その問題の詳細、例えば

ブランドセーフティーとアドフラウドは全く違う、異なる背景を持つ、全く異なる要因が

あるということを先ほども申し上げましたし、それから、我々、広告を売る側の団体とも

言えるのですけれども、買う側の広告主も努力しなければいけないことというのがあると

いうのがあってJICDAQに至っているということもありますので、そういった意味で、広告

業界全体で一致して今、進めようとしている施策に何らか後押しをいただけるような施策

を考えていただけるのであれば、ぜひ一緒に取り組めればというように思っております。 

○伊永議員 

 ありがとうございます。 

○依田座長 

 続きまして、川本議員、お願いいたします。 
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○川本議員 

 よろしくお願いします。 

 橋本様、柳田様、御説明いただき、どうもありがとうございました。課題の解決に向け

た具体的な取組として３点、御紹介いただいたとともに様々な御意見いただきました。透

明化法で書かれていることと同じという印象を受けましたので、ぜひJIAA様にも共同規制

の枠組みに積極的に御参画いただいて、その中で意見交換を進めていき、双方で高めてい

くのがよいのではないかと個人的には思いました。 

 １点だけ御質問ですけれども、御紹介いただいた取組の中で２つ目のJICDAQに関する話

があったと思うのですが、アドフラウドとブランドセーフティーに関わる業務プロセスの

認証基準に沿って適切に業務を行っている事業者を認証していくという仕組みを御紹介い

ただきました。この認証制度の対象は事業者の規模に関わらないという仕組みになってい

るのでしょうか。コメントの中で法的規制の場合、中小事業者を含む市場全体の過剰な要

求になりかねないという御懸念も示されておりましたが、その中小事業者を含む市場全体

の過剰な要求にならないように、かつ根本的な問題解決につながるような工夫とか仕掛け

がもしこの認証制度の中にあるのであれば御共有頂きたいと思います。 

 業界内でJICDAQの認証取得がマストになっていくというようなお話もあったと思いまし

たので、仮に例えば大手事業者だけが取得できるような認証の仕組みであるともともと法

的規制のところで懸念されていたような中小事業者への負担というところ、同じような問

題が起きると思っていますので、この辺り、教えていただけますでしょうか。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 おっしゃるとおり、これは大手の事業者だけを対象にしたものではなく、広く事業を行

う事業者に対して認証取得を推進していくという枠組みになっております。ですので、規

模には関わりません。 

 そして、この枠組みですけれども、広告主も入っています。ですので、買う側の広告主、

それから、売る側の我々事業者、それぞれの立場でやれることということで考えたときに、

この認証の枠組みというものを立ち上げております。ですので、まずは業界の中で自らが

事業の襟を正していくということを認証という形で進めていくということになります。 

 ですので、中小の事業者ももちろん対象ですけれども、先ほどから申し上げているアウ

トサイダー、要するに業界団体にも入らず、こういった業界のルールを無視して進めてい

るような事業者があれば、それは認証の枠組みには参加できないということになります。 

 以上でお答えになっているでしょうか。 

○川本議員 

 はい。ありがとうございます。 

○依田座長 

 続きまして、川濵議員、お願いいたします。 
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○川濵議員 

 どうもありがとうございました。明確な説明で状況がよく分かりました。 

 もう既に御指摘があった点でもあるのですけれども、19ページの問題あたり、今回の透

明化法で特定のプラットフォーム事業者に過剰な規制になるようなことがあれば、それが

結局、中小のほうにも波及し、結果として中小業者にとっての大きな事業コストの負担な

いしは場合によったら参入障壁にもなるというのは、ある意味では昔からよくある議論だ

とは思うのですが、この規制の内容に関して誤解があるのではないのでしょうか。 

 今回のデジタルプラットフォームの透明化法というのは、国が大枠を示して具体的な方

法については事業者の自主性に任せるという枠組みになっていて、例えば一定の行為の具

体的な行為をこうしなさいというよりも、そのようなことを取っているかどうかに関する

レベルの情報でさえ、現在は自分が要するに買っている商品がどんなものであるかさえ実

は広告主さんのほうははっきり分かっていない。先ほど広告主が強いとおっしゃっていた

のはそのとおりなのでしょうが、かなり大規模な広告主であったとしても自分が買ってい

る商品の品質等々がはっきり分からない形で取引されているのではないでしょうか。 

 先ほど御説明があったことでもあるのですけれども、この問題に関しては、日本市場で

のアドフラウドやブランドセーフティー等の比率が他国に比べてかなり高いのではないか

という懸念もあります。これについて先ほどの御説明、これは広告主側のほうの要するに

商品購入のパターンの反映だというような御説明もあったかと思いますが、これはまさに

このような認識が一般に広告主側に広がること自身が、広告主が何を買っているかという

かなり完璧な透明性ではないにしても、ある程度の曖昧さレベルの不透明感があることな

のではないでしょうか。このような不透明感を少なくとも特定プラットフォーム事業者に

関しては自分たちがこういった立場で取引しているのだということをはっきりさせること

によって、可能な形で縮減していこうというのが今回の枠組みなのだろうと私は理解して

おります。 

 こういうことであって、その上でモニタリングとかレビューなんかにおいて具体的な取

組だけではなくて、その再評価のときにも関係するプレーヤーに参画いただいた形で具体

的なルールの適用を考えていくというのがこのスキームで、この中には、まさに専門的知

見を持っている業界団体であるJIAAさんにも積極的に参加していく余地はあるのではない

かと。まさに自主規制をつくっているのだから、自主規制の趣旨等々に関して、よりよく

説明できるプレーヤーなのだから、そういった方々が関与していくということとを前向き

に考えていただけたらありがたいなと思います。 

 以上でございます。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 おっしゃっていただいていることはよく分かることでございまして、広告主が理解をさ

れていないということに関しては日本の独特の商慣習によるものというところも大きいか
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と思います。大手の広告主は特に優秀な広告会社に丸ごと任せているということがありま

すので、その個別の特にデジタル広告の取引に関して詳細を御承知されていないというこ

とは十分考えられることです。そうした御意見を反映されて報告がまとめられているとす

れば、現場の担当者は分かっていることかもしれません。ですので、本当に実態としてど

うであるのか、広告主さんの御理解がどうであるのか、それから、今後、業界内で対話を

していくということが啓発を含めてですけれども、そういったことが大事なことであって、

それがJICDAQという一つの枠組みの中で行われていくという期待もあるところです。 

 そういう意味で言いますと、特定プラットフォーム事業者だけにサービスの質の透明性

みたいなことを報告させるということが有効であるとは考えられないというのが私どもの

意見として述べさせていただいたところです。もしかしたら、先生方の中でそうではない

という考えで御検討されているのかもしれませんけれども、特段今回の御検討に声をかけ

ていただいているわけではありませんので、詳細は承知しておりませんので誤解がありま

したら申し訳ないと思っております。 

 以上です。よろしいでしょうか。 

○依田座長 

 続きまして、生貝議員、お願いいたします。 

○生貝議員 

 ありがとうございました。短く２点、失礼いたします。 

 まず１点目については、今の川濵先生と同じ19ページの中小企業への影響に対する懸念

というところについて、基本的に今、川濵先生がおっしゃっていただいたとおりかなと私

も思っているのですけれども、今後、仮に取引透明化法をかけるというようにいったとき

に、具体的な政省令ですとか指針等のつくり方によって変わってくるのだというように思

います。 

 これは今日ではなくていいのですけれども、この懸念を解消するような全体的な制度設

計の在り方、的を絞った規制の在り方というもののつくり方について、もし今後御知見が

あればぜひ教えていただきたいなというのが１点目です。 

 ２点目に関して、次のページの20ページ目でございます。おっしゃるとおり、こちら、

様々、既に現在ある仕組みの中でも、特に行動ターゲティング広告ガイドラインというも

のは非常に重要なツールであり、かつ、この問題はやはり特定のプラットフォームだけで

はなくて、非常に様々なプレーヤーとの関わりが大きいところだということの特に最たる

ところだというようにも感じております。 

 そして、このガイドラインがあっても、他方で、公取様はじめ様々な調査でも明らかに

されているように、その受け止め方は様々あり、消費者から様々プライバシー等に対する

懸念というのもこの広告というのに出されているのも事実である。そういったような状況

の中で、今後、まさにJIAAさんとしてこの広告ガイドラインに対する取組というもの、ど

のように取り組まれていくのか。あるいは政府の関わり方、補強の在り方としてほかの法
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律との兼ね合いも含めてどのような関わり方が望ましいのか、そのことについて、こちら

はできれば今、教えていただければというように思います。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございます。 

 最初の御指摘に関しては、制度設計に関してというところですけれども、このデジタル

広告の質の課題について何らか必要であるというように考えていないということを申し上

げておりまして、その他の課題の中で例えばシステム変更に関することであったり、ある

いは自社優遇の懸念があるのではないかといったほかの課題については、例えば垂直統合

とかそういったことに対しては、我々業界団体として意見を述べていないことから推察し

ていただければというように思っております。このサービスの質に関しては特段必要がな

いということを申し上げているということです。それは要因が様々違うことによって起き

ている問題を何らか制度によって解消できる、特定プラットフォームに対する制度によっ

て解消できるというように考えていないということでございます。 

 それから、２点目、行動ターゲティング広告について、もちろんガイドラインがあって、

それが消費者、ユーザーの不安の解消につながっていけばいいのですが、残念ながら例え

ば我々が取り組んでいるインフォメーションアイコンであったり、あるいはオプトアウト

の仕組みであったり、そういったものがなかなか浸透していないという問題があり、ここ

は周知が必要であるということを考えております。ただ、今後に関しましては、一つは広

告が権利利益を侵害し得るかというところに関しては、なかなか想像できないところもあ

って、それ以外の分かりにくい分野で問題が起きていく可能性があるというところで言う

と、我々の団体だけではこの問題に対処していくのは難しいというように考えているとこ

ろがございます。 

 それから、行動ターゲティング広告に関してはユーザーの受け止め方も様々ありまして、

消費者庁さんの調査でもそうですし、我々が最近行ったユーザー調査でもそうなのですけ

れども、ターゲティング広告が不快であるというように、それは情報の利用が不快である

というように我々は考えてガイドラインを作ってきたのですけれども、ユーザーの声を聞

いてみますと、そうでもないということが分かったということがあります。例えば過剰な

同じ広告が何度も表示されるとか、表示のされ方みたいなことに非常にストレスを感じて

いるというような実態も分かってきておりますので、そういった意味では、これからもユ

ーザーに対する透明性をどう確保していくか、それから、選択の機会をどう提供していく

かということは引き続きもちろんやっていくことですけれども、少し考え方を変えて業界

として何をやるべきかということを考えていきたいというように思っているところです。 

 それから、最後の項目に書いてあるとおり、今、識別IDに関しては技術動向が大きく変

わるところですので、これに関して言えば、我々の施策も大きく変わっていく可能性があ

るというように考えております。 

 以上で御説明になっておりますでしょうか。 
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○生貝議員 

 ありがとうございました。 

○依田座長 

 どうも、ありがとうございました。最後のユーザーに対するところのプライベートデー

タあるいはプライバシーの点も重要でありまして、御協会のほうもそうしたことに対して

様々な調査をされている、重要な点だと思いまして、ターゲティング広告はまだこれから

進化していくものなので、民間も貴協会も政府も考えていかないといけないところだと思

っております。 

 おっしゃるとおりで、７割方の人がターゲティング広告に対していろいろな調査による

と煩わしいとか不安だと感じておりまして、大きく分けると二通りのパターンがあって、

広告それ自体が煩わしいからやめたい、オプトアウトしたいと考えている方がその半分ぐ

らい、残りの半分はターゲティング広告そのものを否定するわけではないけれども、現状

のターゲティング広告がまだ品質としてニーズや満足を充足するに至っていないというよ

うな意見もあります。こういうところでユーザーのほうの満足を高めるような形で、その

プラットフォーマーも広告主もメディアも、貴協会も、我々も、協力しなから共同規制を

よいものにしていく必要があると考えております。 

 そういう意味で、この共同規制の枠組みの中で市場の質であるとか健全性を高めていく

という中において、JIAA様が積極的に活発に我々と協力しながらよいものにしていくとい

うことを今後も期待したいと考えております。 

 今日は長時間、どうもありがとうございました。 

○橋本浩典専務理事（JIAA） 

 ありがとうございました。 

○柳田桂子事務局長（JIAA） 

 ありがとうございました。 

○依田座長 

 本日は、ここでJIAA様は御退室いただければと思います。 

（JIAA関係者退室） 

（グーグル関係者入室） 

○依田座長 

 それでは、Google様からのヒアリングを行います。 

 Google様からは約15分で説明をいただき、その後、25分ほど意見交換します。 

 順番は途中退席予定の森川議員から順次当てていきます。 

  

 それでは、Google様から説明をお願いします。 

○アダム・コーエン経済・競争政策統括責任者（グーグル） 

 （通訳）どうもありがとうございます。 
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 伺えて光栄です。どうもありがとうございます。対面で伺えなくて申し訳ないのですけ

れども、本当に心より皆様方にGoogleの意見を聞いていただくということをうれしく思っ

ております。皆様と一緒に取り組むことができてとてもうれしく思っております。ぜひこ

のプレゼンにおいて皆様方、競争本部が調査なさっておられる分野について有益な情報を

御提供できることを願っています。何か御質問がある場合には、その都度でも結構でござ

いますし、後ほどのところでまとめていただいても結構です。 

 それでは、スライド２に参ります。 

 最初に、我々の取組の概要を御説明した後に以下のトピックについて御説明します。こ

れは事前にいただいていたテーマです。最初は広告の品質についての透明性、２番目がデ

ータの利用、商品の統合及び相互運用性、垂直統合、それから、システムとルールの変更、

４番目が個人データの利用。 

 Googleが現在何をやっているのか御紹介します。また、どういう重要な課題があるのか

も御説明申し上げまして、Googleの見解として問題を解決するために考えられる点につい

ても申し上げられればと思っております。 

 それでは、スライド３に行きます。あと４も含めてということでお願いします。 

 デジタル広告がもたらすメリットというのは、日本経済にとってとても重要です。

Progressive Policy Instituteの行ったアメリカの最近の研究結果によっても、主要経済

圏のGDPに占める広告費の割合はこの10年間で約25％減っております。この節減というの

は企業と消費者の両方に利益をもたらし、効率が上がったからだというように考えており

ます。 

 デジタル広告は、自由でオープンなウェブを維持する上で重要な役割を果たしています。

広告はすばらしいコンテンツやサービスをユーザーが無料でできるように資金面で支えて

います。広告は、また多数のクリエーターやパブリッシャーを支えています。そして、大

小様々な多種多様な事業者が自らの提供する商品に興味を持つ人々とつながることを可能

にしているわけです。よって、どのような規制による介入であれ、これだけのメリットを

もたらしてきたイノベーションや競争を減退させることがないように慎重に行わなければ

いけないと思っております。そして、技術を向上させる、コストを下げる、利便性を上げ

るということで大きなメリットがあるわけです。 

 スライド５に参ります。 

 Googleは、デジタル広告市場の透明性と公正性の向上に熱心に取り組んでおり、デジタ

ル市場競争本部の政策目標に賛同しております。Googleはユーザーとビジネスパートナー

がGoogleを信頼してくださる、かつ適切な監督がなされていると信頼することが必要であ

ると認識しています。弊社としては、エコシステムが公正性、透明性及び選択が確保され

てこそ最もよく機能するということに賛同します。プライバシー保護ももちろん、これら

の原則において中心を占める極めて重要な要素であると思っております。 

 イノベーションはさらに健全で、成長し続ける経済に不可欠なものです。Googleは、ス
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マートレギュレーションを歓迎しております。いかなる介入であれ、皆様方がおっしゃっ

ているように適切な介入はイノベーションによる課題の解決を促す枠組みを構築するもの

でなくてはならないというように思っております。いかなる介入であっても柔軟で大枠と

なる原則に基づくプリンシプルベースのものであるべきであり、かつ業界と協力しながら

徐々に整備されるべきものです。アドエコシステムは複雑かつ急速に変化しておりますの

で、硬直的なルールは有効ではありません。また、過度に詳細な規制も急速に陳腐化する

リスクを伴います。 

 デジタル本部が検討対象としている課題は個別の企業に固有のものではありません。業

界全体にまたがる共通な問題である場合には、いかなる介入であれ、業界全体を対象とす

るものとしなければ効果的かつ公正な解決策をもたらすことはできません。いかなる介入

もその費用と便益を慎重に比較しなくてはなりません。特に当事者の間において、いずれ

も適法な利益が対立している場合には、その必要性が高いです。意図せぬ結果を避けるた

めには、例外も必要であります。 

 Googleは監督について協力的なアプローチが用いられるべきであるというように考えて

おります。これについては、業界のプレーヤーの主導で実施することが考えられ、企業が

ダイナミックに活動することを継続しながら新たな商品及びサービスを日本市場に投入す

ることを可能にします。 

 モニタリングの仕組みについても実務が規制を遵守しているか否かに焦点を当てたもの

であるべきであり、スライド６に参りますけれども、規制が禁止の対象としていない新た

な課題を見いだすために使われるべきではありません。 

 スライド７も併せてお願いします。 

 それでは、具体的な懸念事項について考えてみたいと思います。皆さんが議論なさって

いる点です。まず最初は、広告の品質についての透明性にまつわる懸念事項です。Google

は複雑な広告エコシステムにおける透明性について利害関係者に安心感を与えることが継

続的な課題であることを認識しており、このような文脈を考慮の上、広告の品質、価格及

び取引内容についてできる限り透明性を高めるように尽力しています。 

 Googleは、パブリッシャーや広告主に対して広告オークションのプロセスの全ての主要

要素及び価格設定やブロックルール、Googleのパブリッシャーやエクスチェンジとの関係

など、広告オークションのプロセスに影響を与える主なパラメーター、アドマネージャー

がどのようにして最高の収益を決定するのか、ダイナミックアロケーションがどのように

機能するかなどの説明を提供しております。 

 Googleは、広告主がGoogleの広告仲介サービスを利用する際に請求される料金について

の質問にも答えています。昨年、Googleは２つのブログを公表し、アドマネージャーのパ

ブリッシャーは発生したデジタル広告収益の69％以上を保持していること、ニュースパブ

リッシャーは平均95％以上を保持していることを提示いたしました。 

 次に、特定されている分野について申し上げます。アドフラウドとブランドセーフティ
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ー及び視認可能性についてです。 

 スライド７にございますように、いろいろな課題へGoogleは対応しております。Google

はビジネスユーザーがアドフラウド防止の措置を講ずるための多くのリソースを提供して

おり、パブリッシャーや広告主のためのリソースを記載しているアドフラウド専用のウェ

ブサイトを有しています。また、Googleは、悪意ある者のエコシステムからの排除に関す

る年一度のアップデートを含むブログの投稿も行っています。これらのほとんどは日本語

でも提供されております。 

 Googleのサービスにはアドフラウドへの防御システムが組み込まれています。リアルタ

イム及び事後の自動フィルター及び人の目による分析の組合せを用いて広告主を保護して

います。リアルタイム自動フィルターもございまして、購入者が無効なトラフィックに対

して料金を請求されることを多くの場合防ぐことができています。また、Googleのサービ

スにはトラフィックの増加が無効なトラフィックと関連しているか否かを広告主が判断す

ることができるような機能も組み込まれています。広告がクリックされるたびにGoogleの

システムは検査を行っており、無効なクリックやインプレッションを識別してアカウント

データから削除する高度なシステムを有しています。また、フィルタリング、手動による

検出と審査、調査とボットネット検出、アカウントの一時停止と無効化など様々な手段を

使用しております。 

 Googleは、クリックが無効であると判断した場合、広告主のレポートや支払いから自動

的にフィルタリングを行い、当該クリックに対して請求がなされないようにしています。

無効なクリックが自動的に検知されなかったことが判明した場合には、広告主はそのクリ

ックのクレジットを受け取る資格があり、これらのクレジットは無効なアクティビティ調

整と呼ばれております。 

 無効なトラフィックやアドフラウドから広告主を守るために、弊社は真摯に取り組んで

おりますが、ウェブサイトのトラフィックを監視し、特定の広告ツールや設定を使用する

など広告主が取ることのできる対策もあるわけです。詳細については皆様方のためにこち

らに御用意しております。 

 広告主が、自身のアカウントが無効な広告インタラクションのアクティビティの影響を

受けていると疑いが生じた場合には、Googleは当該アカウントを調査します。Googleは、

JICDAQ等を通じたアドフラウドを防止する業界全体の取組においても主導的な役割を果た

してまいりました。 

 Googleは、アドフラウドについての透明性を向上させるという貴本部の目的は理解して

おります。しかし、これはアドフラウドに対する防御システムを保護する必要性とのバラ

ンスを取る必要がある複雑な課題です。例えばアドフラウドを認定する基準ですとか、ど

の配信がアドフラウドであったかなどを開示することはアドフラウドを検知する仕組みを

露呈してしまう、アドフラウドの増加につながるおそれもあるということです。 

 これは悪意のある者がアドフラウドの防御の仕組みをリバースエンジニアリングしたり、
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またはその行動を修正して無効なトラフィックを隠蔽する新たな手法を開発することで我

が社のアドフラウドを検知することを困難にさせるおそれもあるわけです。 

 アドフラウドの防御に関連する複雑性や重大な被害をもたらすリスクは、業界主導の取

組がこの課題に対処するための最善の方法であるということを意味しています。業界では

例えば活動を始めたJICDAQなどを通じ、既にこの課題に取り組んでおり、初めはアドフラ

ウドとブランドセーフティーに焦点を当てています。そして、その範囲を視認可能性とユ

ーザーエクスペリエンスに拡大する予定です。 

 業界の取組と重複する領域において、さらに規制の層を追加してしまうということはか

えって逆効果になるのではないかと懸念しております。 

 それでは、スライド８に参ります。 

 各パブリッシャー及び広告主はそれぞれブランド適合性及びブランドセーフティーに対

して異なる見解を持っています。そのために、Googleはブランドセーフティーに関するニ

ーズごとにブランドセーフティーにつながる広告を評価するための単一の基準を設定する

のではなく、我が社の製品はパブリッシャーや広告主にブランド適合性及びブランドセー

フティーに関するニーズを管理するためのコントロールを提供しております。 

 Google広告は、ブランドがその広告のターゲティングの方法をカスタマイズすることを

可能にするコンテンツ除外ツールを提供しています。ディスプレイ＆ビデオ360は、ブラン

ド保護ターゲティングツール及び提供されている様々なブランドセーフティー管理手段を

集約したブランドコントロールリソースを提供しております。また、Googleはパブリッシ

ャーに対しても、そのサービスにおいて表示したい広告コンテンツの種類についてオプト

インとオプトアウトするツールも提供しております。Googleは、サードパーティーベンダ

ーとも連携しており、自社のブランドセーフティーの検証を求める広告主に対してブラン

ドセーフティー測定を提供しております。 

 また、Googleは、これらのツールに関する十分な情報を広告主、パブリッシャーに提供

することに引き続き尽力してまいります。業界レベルの取組は広告主、パブリッシャーが

どのようにそのブランドを保護することができるのかについて理解を深めるのに役立ちま

す。いかなる介入もこれらを考慮し、顧客がそれぞれのニーズに基づいて基準を設定でき

るようにするなどプラットフォームが柔軟な措置を取れるようにすべきだと考えます。 

 ここでもまたGoogleとしては、ブランドセーフティーに関するいかなる課題に対処する

にせよ、最善の方法はJICDAQのような業界主導の取組であると考えております。 

 それでは、スライド９に参ります。 

 Google広告及びDV360は、多くの視認可能性に関する統計情報を広告主に提供し、その指

標についての分かりやすい説明を行っています。 

 Googleは、米国メディア測定評議会が策定したガイドラインにのっとって視認可能性を

測定するための指標を設定しています。 

 また、JICDAQの取組にも協力しております。この課題に対応するための取組ですけれど
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も、ここでもまたGoogleは視認可能性に関するいかなる課題に対処するにせよ、最善の方

法はJICDAQなどの業界主導の取組だと考えます。 

 スライド10と11に参ります。 

 Googleといたしましては、パブリッシャー及び広告主がGoogleの運営を信頼できること

を確保する必要性があると認識しております。その結果、Googleの購入サイドと販売サイ

ドの運営は既に分離しております。セルサイド、バイサイドということで。そして、独立

しても他のツール等を組み合わせても使うことができます。 

 アドテックの様々な部分において商品を提供することは広告主、パブリッシャー及び関

連性の高い有用な広告を目にするユーザーにとって有益であります。垂直統合ということ

でエラーレートも下がるということですし、食い違いも減るということであります。そし

て、垂直統合によりコスト低減にもつながる、効率も上がるということです。これがイン

センティブになってコスト削減、効率化、それを消費者に還元することができます。 

 また、ユーザープライバシーの点でも有益です。一連の様々なアドテク製品にまたがっ

ている複数の第三者とユーザー情報を共有することはプライバシーに影響しますし、デー

タへのアクセスを管理することによってユーザー情報のプライバシーの保護を確実にし、

それが潜在的に悪意のある者に漏れることを防ぎます。 

 Googleは、垂直統合されたアドテクプロバイダーとしてユーザー、パブリッシャー及び

広告主の利益のバランスを図る動機を有しています。Googleはシステムの長期的な実行可

能性を脅かす外部性を解決することができます。パブリッシャーが収益を増加させる目的

で不良または迷惑な広告で広告枠を埋めるような場合には、ユーザーは広告主及びパブリ

ッシャーの両方に害を及ぼす広告ブロッカーを採用することができます。広告主との関係

に基づき、一部のパブリッシャーの短期的利益に沿わないとしても、アドフラウド及び不

良な広告に対抗する動機を有しています。 

 垂直統合は広告主及びパブリッシャーに対して単一のプロバイダーのサービスを利用す

ることを義務づけるものではありません。Googleを含むアドテクプロバイダーのほとんど

は広告主及びパブリッシャーが自社の商品を第三者に提供する商品を併せて利用すること

を可能にしています。相互運用性が確保されているわけです。したがって、多くの広告主

及びパブリッシャーは垂直統合されたものを含む様々なアドテクプロバイダーが提供する

種々の革新的機能から利益を得ています。 

 垂直統合により得られる利益に影響を及ぼす誤った判断に基づく介入は、パブリッシャ

ー、広告主及びユーザーにかえって損害を与えることになります。このことはアドテクサ

ービスの品質や効率を低下させるリスクをもたらしますし、また、広告主、パブリッシャ

ー及びユーザーの変化し続けるニーズに応えるために、アドテクプロバイダーが継続的に

イノベーションを起こす能力もリスクにさらすことになります。 

 アドテクチェーンに存在する商品の過度の効果を落とすような介入は総じてパブリッシ

ャーの収益を減少させます。そして、広告主のマーケティングの効果を減じてしまいます。 
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 利益相反が生じることを防ぐための対策は技術的に実行可能であって、バランスの取れ

たものであるべきです。各企業はそれぞれ異なる内部プロセス及び技術的製品設計を有す

るため、これらの課題に関する各企業の自主規制の方法をデジタル市場競争本部が尊重す

ることは重要です。プラットフォーム事業者にとっての規制の確実性を強化するためには、

企業が合理的かつ予測可能な方法でコンプラを評価することができるべきであり、モニタ

リングの仕組み及び規制が慎重に設計されることも重要であると考えます。 

 スライド12、13に参ります。 

 Googleはシステムやルールの変更に関する公正性及び透明性の重要性を認識しており、

システム及びルールの重要な変更案の予定については、可能な限り事前通知を行い、その

理由を説明しております。変更案については、Googleの担当者と影響を受けるユーザーと

の間でしばしば協議も行われております。一部の変更は通知をほとんど、または全く行わ

ずに実施する必要もあります。こうした変更には次のような例があります。セキュリティ

ーの脆弱性に対応するための変更、悪意ある者に検知技術に関する情報を漏らすことなく

不正な行為に早急に対応するための変更、契約に基づき容認される新たな機能の開発にお

ける実験的な変更。また、関係者に軽微な影響しか与えないような軽微な変更です。基盤

となるインフラは、ビジネスユーザーへの影響なく変更することができ、サービスの機能

に影響しない変更について通知を行うことは実際的ではありません。 

 システムの変更全てに通知を義務づけることはイノベーション及びセキュリティー、ア

ドフラウドの問題に対応するGoogleの能力を抑制することになってしまいます。 

 次、スライド14、15に参ります。 

 ユーザープライバシーの保護は、Googleのビジネスの中核となるものです。Googleは広

告に対するコントロールをユーザー及び広告主に提供しているほか、個人データを利用す

る方法をユーザーに明らかにし、ユーザーが自らのデータについてコントロールするため

のツールも提供しております。 

Googleは、当社が収集するデータの種類及びその利用方法について明確に説明していま

す。また、Googleはプライバシー関連法に基づく当社の義務を履行するために必要な詳細

の提供及び開示を行うと同時に、そのプライバシーポリシーをできる限りユーザーに使い

やすくアクセスしやすいようにしております。 

 ユーザーは関連するプライバシー設定及びコントロールにGoogleの各ユーザーサービス

及びGoogleアカウントサイトから直接アクセスすることができます。Googleはユーザーが

プライバシー診断を受けることができることを定期的にユーザー側にリマインドもしてお

ります。ユーザーがGoogleサービスを利用する場合は広告ターゲティングの目的でGoogle

に自らのデータを使わせることを強要されることはありません。 

 Googleは、当該ユーザーの同意が得られた場合のみユーザーの個人情報をカスタマイズ

広告に利用します。具体的には、Googleはカスタマイズ広告の表示を停止する能力及びカ

スタマイズ広告のために利用するデータを管理する能力をユーザーに提供しています。個
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人情報保護法及び公取委の指針は、これらの課題に対応する強力な枠組みを既に提供して

います。既存のデータ保護関連法に加えて新たなルールを重ねて規定することは正しい対

応ではありません。これにより、意図せぬ悪影響を引き起こして、または不正行為を促す

ことにもなりかねません。 

 既存の法律上及び規制上の枠組みが懸念に対応する上で不十分であると考えられる場合

は、その解決策は、課題を効果的に解決するために少なくとも業界全体で対応すべきであ

ると考え、もしくは全ての企業に適用されるべきものであるということ。そして、できれ

ばデータ保護当局との協議に基づき決定されればと思います。 

 このプレゼンがお役に立てたのであれば幸いです。また、重要な課題に関して考え得る

取組ですとか解決策についてGoogleの見解を述べる機会をいただき大変ありがとうござい

ます。 

 一部の取組はセキュリティーを損なう、イノベーション及び個別のパートナーの状況に

応じてカスタマイズされた解決策を講ずる能力を抑制することにより、日本の企業やユー

ザーに損害をもたらす意図せぬ結果につながる高いリスクをもたらし得るものであります。 

 Googleはユーザー、パブリッシャー及び広告主の利益のバランスを図る活気あるオープ

ンで安全なインターネットの促進を目指してまいりました。長きにわたってこれらの目的

を追求し、そのような意図せぬ結果を回避するために貴本部及び業界と引き続き努力して

いきたいと思っております。 

御清聴、大変ありがとうございました。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、議員の皆様から御意見を伺います。 

 お一人ずつ、質問と回答をGoogle社からお願いしたいと思っております。 

 何名かの先生方が既に退室されておりますので、順番が若干入れ替わります。 

 まず川本議員、お願いいたします。 

○川本議員 

 よろしくお願いいたします。 

 まず、コーエン様、大変分かりやすい御説明をいただき、ありがとうございました。 

 では、簡単なところでというところで、パーソナルデータの利用について１点、御質問

させてください。ユーザープライバシーの保護がGoogleのビジネスにおいて中核となるも

のという御説明をいただきましたが、市場の健全性を高めるという意味でも、御社のよう

なプラットフォーム事業者の取組は極めて重要だと考えております。 

 今回、御説明いただいた中でパーソナルデータの利用について、今回の透明化法の方向

性というのは、事業者、Google社が自主的に行っている取組が有効に機能しているかどう

かについてモニタリングをしていくということですが、そのモニタリング自体で何か意図

せぬ悪影響を引き起こしたり、もしくはさらなる不正行為を促すことになるというような
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御説明をいただきましたので、具体的にどういった点が意図せぬ悪影響を引き起こしたり

とかさらなる不正行為を促すことになるのかという点について補足で御説明いただけます

でしょうか。 

○アダム・コーエン経済・競争政策統括責任者（グーグル） 

 （通訳）個人データの利用ということですね。Googleの広告システムにどういう影響を

与えるのか、また、どういった業界、オペレーターに情報を提供しているのかということ

でよろしいでしょうか。 

 では、私のほうからお答えできると思います。一番重要なことは、プライバシー及び個

人のセキュリティーを守るということです。Googleは、それを最も重要だと考えており、

多大なる努力を払っています。ユーザー側は、セキュリティー、プライバシー、データの

コントロールができるようにということを常に考慮しているわけです。例えば、アドバタ

イズメントということで、Googleで掲載する場合にはクリックするボタンがついておりま

して、どこで広告が掲載されているのか分かるようになっております。そして、コントロ

ールも可能なのです。こういった広告、ずっと見られることができるのか、もしくは必要

であればブロックすることも可能です。また、データセッティングも色々とコントロール

することができるわけです。 

 例えば具体例を挙げると、テニスについてのブログを読んでいるとします。そして、自

動車の広告が突然入ってくる。何で突然テニスを見ていたのに自動車広告が出てくるのか

ということで、今後、そういった自動車の広告はほかのサイトで出るようにするといった

ようなことでプライバシーを守るということができているわけです。そして、データ利用

についてもちゃんとコントロールは利いています。 

 やはり重要なことは、Googleのシステムを使うとほかの第三者とのものとインテグレー

トされている。そして、ユーザーの匿名性をちゃんと保護するということになっているわ

けです。広告技術の世界で悪い人がいるかもしれません。そして、不正に個人のユーザー

とか消費者情報にアクセスしているかもしれない。したがって、そういったことがないよ

うに個人のユーザーをちゃんとGoogleのシステムで守っている、広告を示すにしても匿名

性を確保しているということなのです。これでお答えになっているでしょうか。 

○川本議員 

 コーエンさん、ありがとうございます。 

 すみません、Google社の取組そのものはよく理解していたのですけれども、私の質問の

意図は、今回、透明化法が新しくルールとして登場する際に、それによって意図せぬ悪影

響を引き起こしたり不正行為を促す可能性があるのではないかという御説明をされていた

のではと思いますので、その部分について具体的にどのような懸念があるのかというとこ

ろを御説明いただきたかったというのが私の質問の意図となります。 

○野口祐子法務部長（グーグル） 

 Googleの野口です。ご質問ありがとうございます。 
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 より全体的に、例えばアドフラウド、ビューアビリティー等、全体に透明化法について

はかかってくる論点かと思うのですが、特にユーザーデータに関連することに特定してと

いう御趣旨でしょうか。それとも、より全体にわたって御回答させていただいてもよろし

いでしょうか。 

○川本議員 

 私の質問の意図としては、パーソナルデータに絞ったところでしたけれども、恐らく後

ほど全体のところについても同じ質問が出るかと思いますので、まとめて回答していただ

いてもよろしいですし、パーソナルデータに絞って回答いただいても大丈夫です。 

○野口祐子法務部長（グーグル） 

 ありがとうございます。 

 全体においては恐らく幾つかあると思っております。一番懸念をしておりますのは、パ

ーソナルデータに関するところですと、今、アダムが申し上げましたGDPRはじめ、ほかの

より厳しい個人情報の取扱いのルールをもつところも含めて運営をしている中で、そのプ

ライバシーを保護する要請から、第三者に対して情報を開示することが制限をされている

場合がございます。データの開示をするということがもしもパートナーであったり、もし

くは広く皆様に開示をするということにつながるのであれば、もちろん、これらのプライ

バシー保護の要請との矛盾が一つの観点になるかと思います。 

 それのほかにアダムも申し上げましたとおり、一般的にはセキュリティーです。特に悪

意を持っている者に対して情報を開示し過ぎることで、スパムやアドフラウドなどの行為

が逆に増えてしまう結果になることもGoogleは恐れておりまして、そういう意味で開示で

きることと、逆に開示することによって、よりサービスの品質が下がってしまうことがあ

るのではないかというのが大まかには懸念の一つになるかと思います。 

 さらに、例えばGoogleの高度な知的財産にかかる部分や営業秘密にかかる部分で、他の

事業者様に対して開示できない部分にかかってくるところもあると思いますので、これら

が主に開示をするに当たって考慮が必要な部分かなというように思っております。お答え

になっておりますでしょうか。 

○川本議員 

 野口様、ありがとうございました。大変良く理解できました。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、生貝議員、お願いいたします。 

○生貝議員 

 ありがとうございました。 

 私のほうからは、アダムさんの御説明の中でアドフラウドやブランドセーフティーに関

して業界団体による取組によって解決すべきという御説明がございましたけれども、今回、

日本の取引透明化法で共同規制という形で大規模なプラットフォーム事業者に対して一定
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の開示義務ですとか体制整備が求められるということを例えば追加的に課したとして、な

ぜそれが業界団体による取組というものと両立しないのか、場合によっては阻害するとい

ったようなことも懸念されているのか、その理由というのが少し私のほうで理解が十分に

できないところでありました。 

 むしろ、取引透明化法でそういった広告主やパブリッシャーなどへの透明性というもの

が高められる。そして、その内容というのもまさに政府との協議によってどのような情報

を開示することでもっとうまく回っていくのかということが明らかになる。それは業界団

体の取組を非常に後押しする、エンカレッジすることになる部分が強いのではないか。ま

さにJICDAQ様の取組に関してというところでございますけれども、その点について、業界

団体の取組について、取引透明化法が関わることについて持っている懸念というのがあれ

ば教えていただきたいというのが御質問です。よろしくお願いいたします。 

○アダム・コーエン経済・競争政策統括責任者（グーグル） 

 （通訳）いろいろな規制がどうやってお互いにインタープレーするのかということ自体

がGoogleの懸念です。いろいろな広告主とかパブリッシャーは、それぞれブランドセーフ

ティに対して取っているアプローチが異なるからです。画一的な方法はありません。もち

ろん、共通の標準というものはあり、それが実施されることを希望しているということで

す。 

Googleのサービスの内容というのは広告主に対してもパブリッシャーに対してもすべから

く適切に開示されています。単一の方法はないということなのです。広告主として、例え

ばこれこそブランドセーフティーだ、パブリッシャーとしてはこれがブランドセーフティ

ーだということでそれぞれ意見が違うわけですし、自分の取っている占有的な方法もある

しということで、やはりそれがあって競争力の差別化ができているのだからというように

理解されている面もあり、これによってウェブサイト上のどこでマネタイズできるのかと

いったようなことも考えられるということなので、開示をし過ぎてしまうと、今までブラ

ンドセーフティーを守ってきたのに、かえって技術とかアプローチが損なわれてしまう可

能性があります。 

 

Googleがプライベートに守秘義務のある取引を広告主とまたパブリッシャーとの間の関係

が損なわれてしまうかもしれない。それから、お得意様の望むことを実行するときにGoogle

の能力が損なわれてしまう可能性があるというところを懸念しております。 

○生貝議員 

 ありがとうございました。 

 まさしく適切な開示のレベルや方法とは何なのかということを政府と、そして、Google

様のようなグローバルにベストプラクティスを展開している企業様の間でしっかりと協議

をしながら、その適切なレベルというものを協力しながら見定めていく、そういうプロセ

スが実施できると一番望ましいのではないかというように感じたところです。 
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 以上です。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、川濵議員、お願いします。 

○川濵議員 

 私のほうも今の生貝議員の質問と同じところで共同規制の意義に関して御意見をお伺い

したいと思います。 

 まず、透明化法によるプラットフォーム事業者に対する開示義務とか体制整備というの

は、JICDAQが行う自主規制のような細部にわたるものを全て開示しろというわけではなく、

要するに自主規制の内容に関してどの立場を取っているかということを御社のようなプラ

ットフォーム事業者に開示させるという、そちらのほうに重点があるわけでして、このこ

と自身はJICDAQの取組を妨げるというよりも、そこで行われた最も優れた慣行となるべき

ものを各事業者が採用し、それが広がっていくということに力点があるのだと思います。 

 これらのポイントは、広告主やパブリッシャーに対してどのような立場を取っているか

ということを周知すること、これがひいては広告主やパブリッシャーたちがどのような状

況にあるかということをよく知らしめることになっているわけです。現状の日本の広告市

場ではそこの部分が十分ではないということが明らかであるとともに、JICDAQの取組の中

に入っている広告主やパブリッシャーの中からもJICDAQの取組とは別にプラットフォーム

事業者に対して透明性を高めるような対応を求める声もあり、それを対応することによっ

て、むしろそれというのはJICDAQに対する不十分さに対する補完という形で機能するので

はないか。これはむしろ業界による取組を阻害するというよりかは業界の取組を促進する

ような機能を持つのではないかと我々は考えておるわけですけれども、この点に関しては

いかがお考えでしょうか。 

○アダム・コーエン経済・競争政策統括責任者（グーグル） 

 （通訳）ハイレベルなお話ですけれども、それぞれの分野というのはそれぞれとても複

雑になっております。複雑な技術も絡んでいますし、いろいろな相反するような利害も絡

んでいます。例えば、広告主のほうはユーザーについてのデータをどんどん欲しいと言っ

てきます。できるだけ情報をほしいと言ってくるわけです。これによるとプライベートで

そこまで開示しなくていいとユーザーは思いますし、もちろん、価格についても最大化し

たいと思っています。広告主のほうは、お金を払うからには正当な結果を望むというわけ

です。 

 ですから、いろいろなことを同時にシステムでバランスを取らなくてはいけないという

ことで常にGoogleは、業界の方と協調、連携し、いろいろな錯綜するもののバランス取る

ようにしてきたわけです。ただ、全員が100％満足するということはありません。いろいろ

プライバシー、どこまで望むのかということも。もちろん、これが一番重要なことですけ

れども、謹んで申し上げるとすれば、もし本当に具体的な問題が生じて業界団体では駄目
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だと、また、共同規制では駄目だというのであれば、具体的な項目についてぜひ御相談さ

せていていただき、協議させていただければと思います。そして、現在のシステムの修正

はできる限り最小限にとどめるという方法で解決策が見つかることを祈っています。ぜひ

共同規制を通じて、ベストアプローチを見つけることができればというように思っていま

す。この分野というのは本当に複雑なのです。規制をするというようにしても一括した標

準を一つ設ければおしまいということではありません。業界のプレーヤー間のバランスを

取らなくてはいけないし、また、政府とも連携していかなければ絶対解決できないもので

あると思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、伊永議員、お願いします。 

○伊永議員 

 ありがとうございます。 

 私は、アダムの話、十分理解できて今までのやり取りも含め、十分理解できましたので、

プレゼンの中には出ていなかった点なのですが、２つ質問させてください。 

 まずは、昨年７月にEUのほうでオンラインP2Bレギュレーションが施行され、そこからし

ばらく時間がたちましたが、この規制への対応について具体的にどのような取組をされた

か、それから、実際やってみてどのような問題が生じたかということを教えていただけれ

ば、というのが１点目です。 

 ２点目は、同じEUの取組なのですけれども、デジタルマーケットアクト、DMAという法案

が出されていますが、そこでもデジタル広告について一定の規制が課されようとしていま

す。例えば、広告主やパブリッシャーに対して広告の支払価額の情報の提供であるとか、

広告効果の検証ツールの受入れといった話が出ていますけれども、この点について、実際

どのような懸念を具体的に持たれているかということについてお聞きできればと思います。 

例えば、アドフラウドについては判断基準の透明性を確保する際にあまり透明性を高め

過ぎてしまうと、むしろアドフラウドがしやすくなってしまうといった具体的な懸念を教

えていただければと思います。 

よろしくお願いします。 

○アダム・コーエン経済・競争政策統括責任者（グーグル） 

 （通訳）御質問いただきどうもありがとうございます。今、御説明なさったようにヨー

ロッパのP2Bレギュレーションというのは７月に実施されています。Googleは、これを100％

遵守しております。基本的に申し上げて、これは開示の話、透明性の話ということで、ど

うやってプラットフォーマーがP2Bでワークするかというのが主眼になっているのですけ

れども、大きな措置を取りまして、Googleとしても必ず透明性を確保しております。情報

について、ビジネスパートナーに対して事前に警告を行うことができます。アルゴリズム
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を変更する場合には事前通知するということで、この規制を100％遵守しております。 

 これは比例性のあるツールだというように思っています。これは、ヨーロッパの企業が

言っていることです。これによってGoogleはちゃんと安全性を守ることもできるし、その

能力が損なわれることもないということです。例えばアルゴリズムの変更を考えていると

します。例えばサイトの中で非常に質の高い画像がある。そして、低品質のものと差別化

するということになると製品変更に該当するということになるわけです。したがって、事

前により幅広い形でお知らせするようにしています。どうやってこれがワークするように

なるのかということをお知らせするようにしているのですけれども、ある特定のページの

スクリプトが使われていてセキュリティーが損なわれるということになる場合には、即対

策を取るほうが優先されるので、警告は事前に出さないということになっているわけです。 

 P2Bなのですけれども、バランスを取るようにしています。業界全体としての透明性も確

保するし、他方で、インテグリティーとかセキュリティーは守るということでやっている

わけです。この方法はうまくいっているというように思っています。 

 それから、EUでDMAの案が出ているということもおっしゃいました。今の段階において、

はっきり申し上げますけれども、2020年12月にこの案を見たわけです。今、長々とした履

行手続が進行中ということで、いろいろな討議が今、EUの機関の中で進行中ということで、

最初の姿はまだ見えていません。 

 あと開示の点について広告の点、触れていただきましたけれども、これは２つあると思

います。まず一つは義務的な開示の話です。今、これも検討中ということ。さらに開示、

データシェアリングについて考えるといったような話も出ています。でも、取扱いはこの

２つの間で違うわけです。義務的な開示ということについては、Googleとしては十分広告

主に対して情報を提供していると思っています。ビューアビリティー、視認可能性とか、

また、我々のサービスによってどのくらいパフォーマンスが上がっているのかをお知らせ

しているわけです。パブリッシャーに対してもオークションのプロセスがどういうように

なるのか、プライシング、どういうように機能しているのかといったようなことを、ウェ

ブサイトを通じてお知らせするようにしています。セキュリティーとインテグリティーは

全く損なわれておりません。P2Bということで、もちろんやはり同じようにここでもバラン

スを取るというのが重要なのです。システムのインテグリティーは守る。そして、同時に

性能も守るということです。 

 それから、DMAの下でさらなるデータ共有の義務というのが今後考えられるかもしれま

せん。これについては、実は同じように考えているということで、ないしはユーザーの安

全性は守る。ユーザーの情報は守る。パブリッシャーの中には全部何しろデータを出して

くれと、誰が使っているのか知りたいのだ、我が社のためになるから、よりターゲティン

グされた広告ができるし、効率も上がるからというように言ってくるところもあります。

でも、それを認めてしまうとダウンサイドもあるわけですね。そうすると、結果としてア

ドテクのインテグリティーが損なわれてしまうかもしれないし、トラストも損なわれてし
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まうかもしれないわけです。ユーザーセーフティーとか信頼というのが損なわれかねない

からです。したがって、バランスを取ることは大変なのです。すごく微妙であるというこ

とで、だ３つのグループ、広告主、パブリッシャー、そして、最終消費者、この三者を同

時に満足させるということは並大抵のことではないわけです。だから、どこかで妥協しな

くてはいけないということです。100％満足する者は出てこないということなのです。 

 でも、あまりにもパブリッシャー寄りとか広告主寄りということになってしまうと、ア

ドテクセグメント全体のインテグリティーが損なわれてしまうということになるわけです。

そういうリスクが大きいというように思っています。そうすると、パブリッシャーはマネ

タイズするチャンスを失ってしまうということになってしまうわけです。だから、収入が

減るということになるわけですし、広告主のほうは、より先端的なツールを使えるはずだ

ったのに、そして、コスト効果が高くリーチできるはずだったのに、それが損なわれてし

まうということになります。消費者は、広告を嫌い、あまりにもうるさ過ぎる、煩わしい

と思うかもしれませんが、経済学の文献を見ても、広告があるとサーチコストも下がる、

消費者に対してのコストが下がるのだという全体的な効果があるということは分かってい

るわけですから、これら全てを考慮して判断しなければいけないということでEUはGDPR、

こういったことを考慮してつくっているというように思います。Googleとしてもいろいろ

なことを考えています。これでお答えになったでしょうか。 

○伊永議員 

 誠実に答えていただいてありがとうございました。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、塩野議員、お願いします。 

○塩野議員 

 本日はありがとうございます。私から１点だけ。プレゼンの８ページにありますように、

今後、JICDAQなどの業界主導の取組の重要性を言っていらっしゃると思います。ここにお

いて、御社のグローバルであったりとか日本の支社であったりのこういった日本の業界団

体との対応に対するプロセスであったり、その方法を教えていただければと思います。よ

ろしくお願いします。 

○野口祐子法務部長（グーグル） 

 ありがとうございます。 

 今の点、ローカルのほうからお答えしたほうがよろしいかなと思いますので、私からお

答えをさせていただきます。Googleは、JICDAQの主要なメンバーとして既にかなり活発に

参加をしておりまして、JIAA、JAAAさん等、関係の各所の皆様方と様々な課題について、

活発に議論に参加をさせていただいております。そして、その議論に参加させていただい

ている者が、お聞きしたお声を社内にその後フィードバックをして、また社内でディスカ

ッションをして、できる貢献をしていくということで、そのローカルのコミュニケーショ
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ンと社内のコミュニケーションができるだけスムーズになるように取り組んでおります。

この点は既に、Playストアでも透明化法の一部として義務づけられているものと理解をし

ておりますので、デジタル広告の分野でも既にそのような取組が行われていることはぜひ

お伝えできればと思います。 

○塩野議員 

 ありがとうございます。 

 そうしますと、業界団体と平仄を合わせていくということというのは御社のグローバル

なコンセンサスという理解でよろしいですか。 

○野口祐子法務部長（グーグル） 

 業界団体が基本的にはグローバルの基準等も踏まえた上でやっているということであり

まして、今後、日本特有の要望がどれぐらい業界団体の中で出てくるのか、それについて

どの程度100％弊社がお応えできるのかということはまた別の問題かと思いますけれども、

業界団体の皆様と協力をしてできるだけ業界全体での取組をやっていくということは弊社

も大変重要視しておりますので、その方向でやっていくことになると思います。 

○塩野議員 

 了解いたしました。真摯にお答えいただき、ありがとうございました。 

○依田座長 

 どうもGoogle様、ありがとうございました。 

 デジタル広告を含めてデジタルプラットフォームに対しては、各国で様々な議論が行わ

れています。分離論も含めて議論されている国もあれば、法律で禁止行為をリスト化しよ

うとしている国もあります。そうした中で、日本では政府が大枠を定めて、Googleのよう

なプラットフォーマーの創意工夫、イノベーションを尊重しつつ、透明性、公正性を高め

る共同規制のアプローチを取ろうとしています。この共同規制のアプローチがデジタル広

告市場でも有効であろうと信じています。この共同規制はGoogleの提唱するスマートレギ

ュレーションとも近い関係にあると思いますので、今後とも議論に対してGoogleが前向き

に参加することを座長として期待しております。どうもありがとうございました。 

 それでは、Google様のヒアリングを終わります。Google様におかれましては、ここで退

室していただければと思います。 

（Google関係者退室） 

（Facebook関係者入室） 

○依田座長 

 それでは、Facebook様からのヒアリングを行います。Facebook様、大変お待たせして申

し訳ありませんでした。 

 Facebook様からは約15分で御説明いただいた後、25分ほど意見交換を行います。 

 Facebook様のほうにおかれまして、本日の記者向けのブリーフィングにおいて発言を控

えるような内容がありましたら、その旨、指摘いただけましたら対応いたします。 
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 それでは、まずFacebook様から御説明、お願いいたします。 

○小堀恭志公共政策本部長（フェイスブック） 

 本日、このような機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 皆様とは2019年の11月にお会いいたしまして、それから約１年半経過しておりますが、

今回、デジタル広告について皆様と忌憚のない御意見及び意見交換ができればというよう

に思っています。 

 15分ほどお時間いただいておりますので、これより弊社の部長である小俣のほうから御

説明させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 改めまして、本日はお招きいただきありがとうございます。私、Facebook Japanで公共

政策部長を務めております小俣と申します。本日、よろしくお願いいたします。 

 まず、Facebookのミッションを御紹介いたします。Facebookのミッションは、「コミュ

ニティーづくりをし、人と人とがより身近になる世界を実現する」ことであります。我々

も提供しているパーソナライズ広告は、利用者に対して、ゲームからまさにブログまで、

オンラインで価値あるコンテンツやサービスを無料で提供することを可能にしております。

同時に、企業が新しい顧客を見つけ、ビジネスを成長させるために効率的な機会を提供し

てもおります。特にこのことは中小企業にとって重要であります。 

 中小企業は通常、大企業の数分の１の予算で、自社の商品に興味を持ってくれそうな、

その地域の人々に広告を効率的に出す必要があります。パーソナライズ広告はこれを可能

にするものであります。 

 パーソナライズ広告は市場における競争を制限するようなものではなく、逆に中小企業

のビジネスが大企業に挑戦することを可能にする、競争を促進するものであると考えてい

ます。パーソナライズ広告、そして、これに支えられた無料サービスは経済成長の原動力

であります。外出が不自由になり、オンラインで過ごす時間が増えることとなったこのコ

ロナ禍の下では、さらにその重要性が明らかになったのではないでしょうか。 

 私たちはデジタル市場におけるルールの必要性は理解しております。したがいまして、

今回、このような形で関係省庁と協力しながら、利用者のプライバシーをいかに保護し、

イノベーションを促進し続けるためにはどのようなフレームワークが適当なのかを一緒に

考えていければと思っております。 

 しかし、構築されるルールは今日のITビジネスが直面している現実や、そして、その課

題を反映したものであるという必要があると思います。 

 本日は、このワーキンググループにおいて、これまで議論されてきた懸念事項のうち、

事務局から特にとして挙げられた４つの点、課題の１、４の３、８、そして、10に関して、

私たちの見解とその取組を述べていきたいと思っています。 

 まず課題の１であります。デジタル広告の品質に関する懸念です。 

 デジタル広告業界は、その構造は複雑です。そして、テクノロジーの進化には勢いがあ
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り、どのように変化するかは想像できません。このことを考えると、本課題への解決策は

業界の変化に追いつけるだけの柔軟性を備えていることが必要ではないでしょうか。デジ

タル広告業界は、この懸念に関してかねてから議論を続けてきています。そして、対応す

るために行動を開始しています。 

 昨年12月には広告業界における３つの業界団体、JAA、JAAA、そして、JIAAがJICDAQ、デ

ジタル広告品質認証機構の設立を宣言いたしました。これはアドフラウドとブランドセー

フティー対策の双方を目的とした監査認証機関です。広告主、広告代理店、そして、パブ

リッシャーが連携し、自己監査や自己認証を含む自主規制の枠組みを構築することを提案

しております。 

 ヒアリングの中で聞こえてきているとされると個社の意見も、こうした協調的に協議を

していく業界の取組の中で、すなわち業界の問題はテクノロジーに通じた多くの当事者の

間で検討される必要があるのではないか、と考えております。様々な懸念に対する解決策

を形にするために取組を始めた業界の自主性を信頼することが必要ではないでしょうか。 

 なお、当社の見解はこれまでに事務局に回答書の形で答えております。したがって、資

料の多くは非公表とされているのでちょっと分からないのですけれども、このワーキング

グループにおける議論の糧にされていると思いますので、改めての説明は割愛をいたした

いと思います。後ほど質疑応答の機会があると思いますので、そこで質問を頂戴すれば喜

んでお答えをしたいと思います。 

 また、デジタル広告業界のビジネスモデル、エコシステムは大変複雑であります。本日

ヒアリングを受けている各事業者の間でも異なると思います。しかし、これらを深く理解

した上で議論を進めることが肝要であると考えております。ワーキンググループの皆さん

に直接説明をする機会を頂戴できるのであれば、当社といたしましては歓迎してお答えを

したいと思います。 

 次に、課題４の３、デジタル広告事業におけるデータの取扱いの方法に関する懸念に関

して述べたいと思います。 

 広告主の中にはデジタルプラットフォーム事業者が提供したデータがどのように使われ

ているのか、提供されたデータが同業他社に利用されているのではないかといった課題、

また、いわゆる業界におけるconquestingという課題に関して懸念をしている方がいるこ

とは承知しております。我々のビジネスのモデルが成り立つのは、広告主が成功し、それ

が広告収入につながるからこそである、と私たちは考えています。 

 Facebookは、法律で義務づけられている場合を除いて、お客様の同意なしにそのデータ

を同業他社を含む第三者に共有することはございません。こうした点は、広告主に対して

セキュリティーツールという形で説明を行っております。また、同業他社に寄与してしま

う可能性を大幅に低減させるため、必要な手段も取っております。例えば提供されたデー

タは最適化に用いる前に統合、アグリゲートをするということも行っておりますし、広告

主の身元が明らかにならないようにソースコード上の処理を施すということもしておりま
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す。 

 また、この業界には、いわゆる利益相反・自社優遇という懸念があるとされています。

しかしながら、この２つの懸念は当社のビジネスモデルを考えると当てはまらないのでは

ないかなと考えております。オンライン広告のエコシステムにおいてFacebookの中核的な

ビジネスとなりますのは、革新的な技術を通じ、当社が所有・運営するサービス、すなわ

ち、FacebookやInstagram上において広告を利用者に的確に届けることであります。 

 当社はこのほかにオーディエンス・ネットワーク、FANと言われるサービスを展開してお

ります。これは広告主の需要、第三者のパブリッシャーが持つ広告枠へとつなげる機会を

提供するものであります。 

 御注意いただきたいのは、FacebookはこのFANというサービスを通じましても、いわゆる

サードパーティーアドテックサプライチェーンには参加していないということであります。

Facebookはアドエクスチェンジ、DSP、またはパブリッシャーのアドサーバーではありませ

ん。広告主はこのFANというサービスを広告掲載の一つのオプションとして任意で選んで

いただくことができますけれども、その際、DSPを経由することもございません。したがい

まして、Facebookは、このFANというサービスにおいてパブリッシャー向けのオークション

の運営は行っていないということであります。つまり、どの広告主が実際に広告の出稿の

機会を得るか、落札をするかということに関与していないということであります。したが

いまして、自社優遇の問題、また、利益相反に関する懸念というのはFacebookには該当し

ないのではないかと考えております。 

 次に、３つ目、規約やシステムの変更に関する懸念、課題の８に関して述べたいと思い

ます。 

 まず、Facebookの利用規約、そして、ポリシーは、テクノロジーの進展等に伴う環境の

変化、また、グローバルに発展する経済社会、規制に対してできるだけ迅速に適合してい

く必要があります。また、全世界で数百もの広告主が当社のサービスを利用していただい

ています。このことを考慮すると、当社が広告主との関係におきまして定型化した利用規

約等を使用することはどうしても必要になってくると考えています。このような方法を取

ってこそ効率的で、かつコストパフォーマンスの高いサービスを中小企業に提供すること

が可能になっています。そして、これらの中小企業が日本及び世界の既存の大企業と効果

的に競争することを可能にしているのだと信じています。 

 なお、こうした定型化した利用規約を用いることは、この業界において一般的に用いら

れているものだと認識しております。また、それ自体には問題がないことも理解しており

ます。仮に当社が個々の広告主との間で利用規約等に関して交渉する必要がある、または

一定の広告主との間で特定の規定に対して拒絶する権利が付与されてしまうとなったらど

うなってしまうということを考えてみると、先ほど述べたような利益が経済全体にもたら

されなくなってしまう。こうしたことにならないか、我々としては危惧をいたします。 

 もちろん、何らの策も講じていないというわけではございません。Facebookは、利用規
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約やポリシーに重大な変更がある場合には、広告主等に対して合理的な事前通知期間を設

けるよう努めております。これはまさに広告主を混乱させてしまって、その結果として当

社の利用サービスを中止するという結果を招きかねないからであります。例えば、ビジネ

ス利用規約を更新する場合には、Facebook for Businessというブログサイトがあるので

すけれども、こちらに事前にアナウンスをしたり、また、更新されることとなる利用規約

やポリシー自体、その表示をしている画面の上部に約２か月間にわたってその更新内容を

バナーでアナウンスするなどの措置を講じております。これに加えて、必要に応じて広告

マネージャー、これはFacebook上で広告の作成や管理を行ってもらうための画面上のツー

ルなのですけれども、こちらの画面上においても全世界の広告主に向けて通知を行ってお

ります。 

 さらに、当社のセールスチームが必要に応じまして各自が窓口になっている顧客、広告

主や代理店等に対してアウトリーチを行い、説明を行っているなど、こういったこともし

ております。 

 最後に、課題の10、利用者から収集した個人情報の取扱いの方法に対する懸念に関して

述べたいと思います。 

 個人情報の取扱い、これに関する課題は、取りも直さず、この業界全ての当事者が検討

していくべき課題であると承知しております。その上で申し上げますと、Facebookは利用

規約やポリシー、つまりは個人データの利用に関わる慣行に関して透明性のある形で情報

提供をするよう尽くしております。また、利用者が確実にその情報にアクセスできるよう、

数々の工夫を講じております。例えば新規にアカウントを設定する利用者に対して、どの

ような企業がプライバシー管理において利用可能な機能があるのかを学んでもらうための

ガイドを提供しております。この中でプライバシー管理をカスタマイズしていただくよう

促しを行ってもおります。 

 次に、プライバシーセンターというサイト、ページを設けておりまして、利用者が僅か

数回のタップで自分自身のデータがどのように扱われているのか、位置情報の設定の管理

や顔認証のオンにしたりオフにしたり、こういった切替えをしていただける総合ページに

たどり着くことも可能にしております。また、アカウントの認定をコントロールするペー

ジでは、御自身のセキュリティーの設定を確認したり、投稿する内容をどの範囲のオーデ

ィエンスに共有するか、また、どのサードパーティーアプリに自分自身の情報を共有する

かなどをコントロールしていただくこともできます。さらに、プライバシー設定の確認を

するページでは、利用者にデータの共有範囲を自分でコントロールしていただく。例えば

自分自身のページをGoogleやその他の検索サイトに表すことを認めるかとか、Facebookを

使ってログインしたことがあるサイトを一覧にして、それを管理すること、こういったこ

とをできる機会を提供しております。 

 また、こういったプライバシーの関連に関する設定をリマインドする。自分でどのよう

にコントロールしているかを定期的に確認するためのリマインダー、こちらを設定するこ
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とも可能にしております。 

 さらに、プライバシーといえば、いかに広告のパーソナライズに利用されているかとい

うことをコントロールということも懸念されているわけですけれども、こちらも全部可能

としております。Facebookにおいてどのように広告がなされるのか、関連性の高い広告が

どのような経路をたどって表示されているのかといったこと、その仕組みを分かりやすく

説明しております。また、最近見た広告の一覧であったり、実際にクリックした広告主な

ども確認していただけます。さらには、広告のターゲットに利用されているカテゴリー、

例えばプロフィール情報とか興味であるとか関心であるとか、どういったものが登録され

ているのか、こちらも確認して提供しないということを選んでもいただけます。 

 さらに申し上げると、このページにはQ&Aも設けておりまして、例えば設定をオフにした

場合、広告表示数は変わらないけれども、その広告の内容があなたに関連性が低くなると

いった可能性がありますという影響に関して答えるように努めております。 

 以上、課題に対する取組、考え方を説明いたしました。 

 最後に、今後のルールを考えていく上での当社の基本的な考え方を述べたいと思います。 

 Facebookはツー・サイデット・マーケットと呼ばれるプラットフォーム上でビジネスを

展開します。つまり、デジタル広告業界でビジネスを行っていると同時にSNSの分野でもサ

ービスを提供しています。この２つの分野では熾烈な競争が繰り広げられております。消

費者の志向は常に変化をし、テクノロジーに関しては常に劇的な進化を遂げている。新興

企業やテック業界の老舗からは絶え間なく成長や進化、革新の圧力にさらされています。

また、企業の製品やサービスの価値を最終的に判断するのは消費者、利用者であると考え

ています。企業が革新を止めれば、利用者は単にほかのサービスへとスイッチしていくこ

とになると思います。また、広告主もそれを追って行動すると思います。このようにして

絶えず革新を続ける必要があるという競争原理がこの業界には働いています。この業界に

は、独自に消費者、利用者の懸念へのソリューションを開発するようなインセンティブが

自然に存在していると考えております。 

 デジタル広告業界において指摘されている多くの問題は、業界全てのプレーヤーが考え

る必要のあるものだと、そういうように先ほど述べましたけれども、新しいルールが導入

されるのであれば、それによってプラットフォームビジネスの別の側面における競争、そ

のレベルプレイングフィールドが傾くことがないようにする、こういった点にも配慮する

必要があるのではないかと考えています。 

 さらに、プラットフォームが多面的な要素を持っているということにも着目する必要が

あると思います。すなわち、Facebookにとっては広告主やパブリッシャーといったビジネ

スユーザーの体験や関心、ニーズ、そして、一般ユーザーの体験や関心やニーズ、この２

つの間で適切なバランスを取ることが重要になってきます。ビジネスユーザーからの提案

や要求は丁寧に検討され、我々プラットフォーム運営者にとって妥当であるか、技術的、

そして、経済的に実現可能なものであるか、こういったことの検証が求められているので
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はないかと思います。 

 広告主やパブリッシャー、そして、ユーザー、ひいては日本経済全体に大きな副作用を

もたらすことは避けなければなりません。とりわけ、私たちには利用者のプライバシーを

確保するという重要な要請に応える必要があります。そのための法令や義務も遵守する必

要もあります。今回の議論の中で広告主がプラットフォーム事業者に対してある種のデー

タや情報を提供するという求めの声があるとされていますが、そのリクエストの中には応

えることが難しいものも含まれているのではないかなという思いをしております。なぜな

ら、例えば利用者の同意を得ていないということがあると思います。利用者は、個人情報

の取り扱われ方に懸念を抱いている。こうした点は、このワーキンググループでも議論さ

れているとおりだと承知しています。新しいルールは法令遵守の面で深刻な混乱を招かな

いよう慎重に構成する必要があるのではないかと考えています。ルールの重複があれば、

その間で齟齬や矛盾が生まれ、コンプライアンス上の困難を招きかねない。また、限られ

た行政リソースの効率的な配分を考える必要があるのであれば、規制当局の重複は避ける

ことが必要ではないかということにもなると思います。このためには、プライバシー関連

ルールは全ての市場参加者が遵守するべき個人情報保護法などの関連法令を通じて規律づ

けがなされることが必要ではないでしょうか。 

 技術の進展が著しいことに照らせば、プライバシーに関する規律に関しては透明化法の

対象にすることは慎重に考えつつも、イノベーションを促進しながらプライバシーを促進

することができる適切なフレームワークは何かということをこの場を通じ、また、今後の

議論を通じて政府と協力して考えていければと考えております。 

 以上、４つの視点に関する我々の懸念と見解、そして、これからのルールづくりに対す

る基本的な考え方を述べさせていただきました。 

 以上で当方からの説明を終わりにしたいと思います。また後ほどの質疑応答の中で疑問

点等があれば喜んで受けてまいりたいと思います。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、議員の皆様から御意見を伺います。お一人から質問をいただく都度、回答を

いただこうと思います。 

 まずは生貝議員からお願いいたします。 

○生貝議員 

 御説明ありがとうございました。 

 私のほうからは、少しマクロになりますが、特に2019年頃からでしょうか、御社のマー

ク・ザッカーバーグCEOもやはり重要な問題の解決に関して政府が事業者に丸投げをする

べきではない、共同規制、コレギュレーション的な枠組みで、あるいはスマートレギュレ

ーションと呼ばれる的を絞った枠組みで対応していくべきだということを発言するのを見

て、私自身、非常に共感をしているところであります。 
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 そういったときに、まさしく今回の透明化法という枠組みは法律で大枠を定めて、そし

て、その具体的な内容というものについて、まさに事業者様の創意工夫を尊重する形でし

っかりと問題解決を柔軟にしていこうという枠組みだというように認識しておりますとこ

ろ、まず全体的な枠組みとして、御社が考えられるコレギュレーションあるいはスマート

レギュレーション的な考え方と照らしたときに、この共同規制的な枠組みはどう評価でき

るのかということについてお考えがあれば教えていただきたいというのが１点。 

 それから、もう一つ具体的にまさしく例えばこの透明化法を広告に関して適用しようと

いったときにプライバシーに関する御懸念については詳細、御説明をいただきました。そ

れ以外の部分でよく内容は御覧いただいているかというように思いますけれども、適用を

するに当たって懸念があるところ、あるいはここの例えば政省令なりで具体的に制度設計

を行うに当たってはこういう部分にしっかり配慮してほしい、そういうところがあれば教

えていただきたいというのが御質問です。 

 以上です。 

○依田座長 

 Facebook様、どうぞ回答をお願いいたします。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 御質問ありがとうございます。 

 まずFacebookといたしましては、規制をつくっていく上で重要なことは、規制はパート

ナーシップであるというように考えています。政府にしかできないこともあれば、民間の

事業者がすることが適当ということもあると思います。また、ソフトウエアと同じように、

最良のルールは反復継続的なプロセスから生まれることが多いのではないかと考えており

ます。つまり、政府と民間企業とが目的達成のためにやり取りを行っていって、最終的に

はルールは時間をかけて改善していく、そういったアプローチが求められるのではないか

と考えています。ある種のガードレールを設定する際には、政府が率先して行う必要があ

るというように考えております。 

 例えば規制当局は、私たちが何をするべきか。例えばとりわけサイバーセキュリティー

であるとかプライバシーにおいて、何が期待されているのかをしっかり伝えていただくこ

とが重要ではないか。また、政府ができる役割としましては、重要な原則であったり価値

観のトレードオフ、こうした問題を解決するためにどうしてもこういったものを伴うわけ

ですから、政府がその価値観のトレードオフや重要な原則との間での調整、バランシング、

そういったことを政府が果たしていくことはとても重要であると、そういうように考えて

おります。 

 当社は、公共の安全、消費者の問題、そして、競争などの問題において規制が果たす役

割、十分認識しているつもりであります。これらの分野で明確かつスマートな規制を策定

することが重要であると考えています。サイバーセキュリティー、またプライバシーのよ

うな政策分野で規制当局は何を求めているのかを明確にしていただいて、その目標をどの
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ように実現するかということに関しては、民間企業からの見解であったり技術的な制限で

あったり、そういったことを披露させていただき、そういった我々からの貢献を踏まえて

対話を続け、そして、協調関係を築きながらお互いが守れるルールをつくっていく、こう

いったことが重要ではないかと考えております。 

 ２つ目の点に関してですけれども、まさにどのようなルールメーキングが詳細に行われ

ていくかというのは今後、デジプラ透明化法に入るのであれば、政省令をつくっていくに

当たって議論になるところかなと考えております。今、述べたように政府との対話を通じ

て守るべきものは何か、それを行うためのときに考えなければいけない技術的な限界であ

るとか、そういったものが何であるかということを意見を交わしながら一緒に築いていけ

ればなと考えています。 

 お答えになりましたでしょうか。 

○生貝議員 

 ありがとうございました。よく分かりました。 

○依田座長 

 続きまして、川濵議員、お願いいたします。 

○川濵議員 

 どうもありがとうございます。 

 私のほうからも共同規制に関して基本的に我々が考えている共同規制と、それから、さ

らに御社の考え方に関してもう少しすり合わせをしたいなと思いまして伺います。 

 まず、この共同規制と申しましても、これは御社だけではなくて様々なステークホルダ

ーがある中で考えていく必要があります。今回の透明化法をつくるに当たっても様々なプ

レーヤーからはもっと積極的な厳格な規制を導入しろという声もあります。広告市場に関

しては、諸外国でもそのような立場を取ろうとしている国もある中、我々としては、そう

いった不満の中には正しい不満もあれば御社から十分に反論可能な不満もあるということ

はわきまえております。これに関しては十分なモニタリングをすることによって、それは

場合によったら公開ではない形もあり得ますが、政府がこのような最小限の介入をするこ

とを通じて適切な解を発見していくことが可能なのではないかと考えております。 

 その点でいくと、過剰な規制、恐らくこの規制がうまくいかなかったら過剰な規制とい

う動きもある中、要するに政府側としても過剰な規制がイノベーションに対する阻害効果

がある中、それを模索していこうという形で現在進められているということも御理解いた

だきたいなと思います。 

 その上での話なのですけれども、パーソナルデータの取扱いの問題というのは、先ほど

御説明もあったように、これは個人情報保護法、保護システムの中でコアな部分は担われ

るべきだということはその通りです。しかし、やはりデータの収集や利用に関しては御社

のようにきちっとしたシステムをつくっていたとしても、なおユーザーの理解が進んでい

なくて、それが認知されていないがゆえに消費者の側から見るデータ広告に対する受け止
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め方のマイナス要因にもなっていることも確かだと思われます。この手のデジタル市場に

固有の、消費者が関係プレイヤーを十分に信頼できない状況というのは、これは今後の市

場の発展にとってもマイナスだし、これはイノベーションにとっても阻害要因になると考

えております。 

 その上で、この消費者の理解に対する、もちろん消費者の理解を改善すること自身は御

社にとって大きな利益なのだから、当然それはビジネスポリシーとして考えている上だけ

れども、それに関して不十分さがどこら辺に起因するのかということに関して、もしも何

か御見解があればお教えいただきたいということでございます。 

 もう一点、他方、見方を変えていきますと、消費者の受け止め方に関するマイナスの要

因というのは、御社のような大きなデジタルプラットフォーム事業者においては具体的に

取り扱う情報量も多いことから、そこでそのプレーヤーが改善に進むならば、その市場全

体の波及効果も大きいと考えられるわけです。ここで一つポイントとなってくるのが、我々

が透明化法において、場合によったら上乗せ規制と思いかねないような形で開示規制ない

しは体制整備を要求するというのは、そのような主要なプレーヤーである御社のようなと

ころが今回の枠組みで理解が進んでいるかどうか。ないしは御社が準備されている個人情

報保護のためのオプションなんかが理解されているかどうかの体制整備がきちっといって

いるかどうかということを関係する他のステークホルダーなんかと共に事後にモニタリン

グし、レビューしていくことを通じて改善できるのではないかと考えております。 

 これが要するにある意味ではこの業界に固有の不信感を払拭するのに適当な制度ではな

いかと、コレギュレーションの思想の一つの反映と考えているわけですけれども、これは

こういった観点から見ると、この上乗せ規制といっても過剰な規制にならないと考えてい

るのですが、この点に関して御意見があったらお聞かせいただきたいと思います。 

○依田座長 

 どうぞ、Facebook様、お願いします。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 ありがとうございます。 

 幾つかポイントがあったと思うので順に拾える限り拾っていきたいと思っています。 

 まず一番最初に触れていただいた点なのですけれども、このデジタル広告業界、様々な

プレーヤーがいると思います。また、一口にデジタル広告業界とくくれるようなものでは

なくて、そこにいる様々なプレーヤーが独自の特徴を生かして様々な形でビジネスを行っ

ていると承知をしています。したがいまして、画一的なアプローチを取るということには

限界もあるのかな、というのは率直に思うところです。 

 こういったデジタルプラットフォーム事業に対して、画一的なアプローチを取るという

ことには限界があるという点は、政府内、消費者庁だったと思いますけれども、「デジタ

ルプラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境整備等に関する検討会」の報

告書の中でもこういった点については触れられているというように承知をしております。 
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 また、正しい不満もあればそうではない不満もあるということですけれども、これを政

策に活かす際に重要なのは、その政策が論理的かどうかというところだと思います。論理

的であるか、また、結果が実証可能であるか、そういったところなのかなと思っています。

EBPMという政府での大きな流れがあると思いますけれども、規制を行うのであればそうい

った主張、不満が解消するべき目的であるとするならば、それに応じて採られる手段、こ

れが論理的であるか、実証可能であるか、こういった点の検証が必要なのではないかなと

思います。 

 さらに、ユーザーの認知には限界があるという重要な御指摘をいただいたと思っており

ます。まさにこの点、当社も懸念といいますか問題意識を持っております。2020年７月、

プライバシーに関するホワイトペーパーを当社は出しておりまして、まさに今、御指摘い

ただいた件に対してどのように取り組んでいくのか課題である、我々事業者だけで考える

べき問題ではなく、有識者、規制当局、そして、様々なステークホルダーとの対話の中で

最も適切な、例えば、同意の取付け方について検討していくということの問題意識を披露

しております。その流れを踏まえますと、このコ・レギュレーションというものは、まさ

に関係規制当局、事業者、そして、研究者、その他いろいろなステークホルダーの方々の

意見を踏まえてルールをつくっていくという形にも沿うのではないかなと思っております。 

 最後の点は私、理解が及ばなかったので、もう一度おっしゃっていただけると幸いなの

です。 

○川濵議員 

 最後の部分ですが、パーソナルデータの取扱いに関する問題に関しては政府側の規制と

しては、通常は個人情報保護法ないしはそれと類似のレジームを各国とも採用しているわ

けですけれども、今回の透明法の中においても、個人情報保護法で要求されているのとは

別個の例えばプライバシーポリシーの周知の対応とかそれに対する体制整備なんかを要求

する可能性はあるわけですね。この要望の構造から考えて。これはある意味では期待され

ているところでもあります。これは先ほどの御説明だったら過剰規制であるという認識が

されるのでしょうか。これはむしろ、このような体制を主要なプレーヤーである幾つかの

企業が行うことが市場全体での信頼にもつながります。それは逆に言うと消費者側のほう

の市場における基本的な、先ほどの認知の限界の観点から望ましい効果をもちます。、そ

のような限界がある中、主要なプレーヤーが行動することによってそのような形でいい方

向に後押しされていく。まさに言葉の本来の意味でナッジされていくといった側面がある

のではないか。 

 そういったものも含めて、今回の透明化法による体制整備の問題を考えておるのだけれ

ども、このような形の介入であってもそれはある種の過剰な規制だというような認識を抱

かれるのかということの御意見なのでしょうか。それが必要と考えて行う以上は過剰な規

制とは考えていないけれども、全ての業界に固有の個人情報保護法を超えるようなタイプ

のパーソナルデータの取扱いに関する公的な介入というのは過剰であると考えておられる
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のかどうかということをお聞かせいただきたいということです。今のでよろしいでしょう

か。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 その点に関しましては、先ほど申し上げたとおり、個人情報は全ての事業者が配慮する

べき問題であると考えております。一律の規制、全ての事業者が守るべき個人情報保護法

との関連法令で規律づけがなされるべきではないか。また、一部の事業者にそういった追

加的な義務のようなものが付加されることになった場合には、もちろん、デジタル広告事

業というのはそうですし、ほかの側面における競争、例えばSNS業界においてその規制がど

のように影響を及ぼすのか、こういった点が検証されるべきではないかと考えています。 

○川濵議員 

 ここの問題というのは基本的に通常の個情法と違って消費者の理解度の問題とか、ある

いは用意されているオプションに関する認知がどの程度進んでいるかに関する確認体制の

整備だと理解しているのですけれども、その程度のものであっても過剰規制だという可能

性があるという御理解ということでよろしいのですか。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 詳細に関する議論は対話を経て検討されていく必要があるのかなと考えております。 

○川濵議員 

 これは一概に異なったものを行う、個人、パーソナルデータに関わることだからといっ

て、それが全て個情法レベルでやらなければいけない問題というわけでもなく、それこそ

最大限の個人情報保護の問題と、それに対する上乗せの部分があり、それに対して消費者

の期待している水準がある以上は、それに関する対応をするための理解度の確認をするよ

うな体制とか、あるいは用意されている個人情報保護のためのオプションをどの程度認知

させるかに関して少なくとも事後、それがどの程度進展するかのモニタリング等々をする

ことによって検証していくというのは重要でありますし、また、具体的に何かしろと義務

的なものを要求するのではなく、あくまでの何らかの対応が一定の成果を上げているどう

かをモニタリングしていって、それをフィードバックすることによって改善を進めていく

というのが今回のコレギュレーションの在り方と考えております。 

 だから、その点に今の御説明、過剰規制かどうかというところに関して誤解があるので

はないでしょうか。 

○依田座長 

 ここまでにしましょう。 

 続きまして、伊永議員、お願いします。 

○伊永議員 

 東京都立大学の伊永です。 

 今のお話とやはり関係して、しつこいようなのですが、我々との間に誤解があるという

か、議論の擦れ違いがあるのかなと思うのです。我々が認識していることと、おっしゃっ
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ていることは、そんなに変わらないと思っています。要は、法律に違反するかどうかとい

う単線的一方的な枠組みではなくて、それよりも多様なユーザーの価値観に応えていくと

いう双方向の複線的な枠組みのほうが、この業界には合っているのではないかというよう

に思っています。 

 その上で、目指す方向は同じなわけですけれども、モニタリングをするということを主

眼にした枠組みのほうが、自主性や自立性というのが最大限発揮できるのではないかと思

っています。これに対して、例えば今、EUで、デジタル市場法等でデジタル広告について

の規制、規律を高めようとしていますけれども、あれは一歩先に進んだネクストステップ

の規制なわけですね。自立的な役割に任せるのではなくて、もう一歩先に政府のやり方で

進めていこうということに近いのだと思います。我々はそこまで行かないで、もう少し個

別事情に合った形で個々にカスタマイズしていきたいというように思っているわけです。 

 個別の自主的な取組を通じて、市場全体の健全性を高める、その重要なキーとなる役割

を担っていただきたいというのが、ここでの規制のポイントだと思いますので、しつこい

ようですけれども、この点を確認させてください。それが一点目です。 

 もう一点は御意見を伺いたいところがありまして、EUであるとかアメリカであるとかも

同じような議論がされていると思いますし、問題意識も持っていると思うのですが、我が

国のこのデジタル広告の分野を改善していくための我が国特有の課題みたいなものがあり

ましたら、その点を教えていただけたらと思っています。 

 以上の２点です。 

○依田座長 

 Facebook様、どうぞ。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 対話を通じてのルールづくりなので、それほど苛烈なルールメーキングではない、とい

うことでしょうか。様々な提案があると思います。改善の余地というものは多分にあると

思います。どのようなことが改善に向けて取り組まれるべきなのか、その内容というのは

我々、プラットフォーム事業者が取り組むことが妥当であるか、技術的に可能であるか、

そして、経済的に現実的なものであるかといったことを検証しながら政府と今後対話して

いく必要があるのかなと、そういう認識を持っております。 

 また、日本特有の事情があるかという点に関しては、私としては、今、知見を持ってい

ませんけれども、そういったことは議論を進めていく上でおそらく経産省になるのか、内

閣官房になるのか分かりませんけれども、そういった方々と話をしていく上で浮かび上が

ってくることなのかなと思いました。 

○依田座長 

 どうもありがとうございます。 

 誠実に質疑応答で回答していただいておりますが、私のほうからも質問したいこともあ

りまして、もう少しだけお付き合いいただければ幸いです。 
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 具体的な話で２つ聞きたいと思っておりまして、一つは、第三者測定ツールです。ある

一部の国内ベンダー等では御社の第三者の測定ツールについて、十分に開放がされていな

いという点での不満が出る場合もあります。そこの不満が正当なものかどうかに関しては

モニターをする必要がありますが、誤解を解かないといけないことは、我々の現在の検討

で、第三者測定ツールで接続義務を課そうとしているわけではありません。そうではなく

て、そうしたベンダー等の疑問に対して、御社が接続に当たって求められる条件項目の開

示に対して透明性を高める必要があるのではないかという意見も持っているところです。 

 第２点はオーディエンスデータです。オーディエンスデータについては、広告主のほう

は自ら投資して得られた貴重なデータをFacebookに対して提供しているのに、Facebookの

ほうからデータが十分に見返りとして返ってこないというような不満がないわけではあり

ません。これもしっかりと裏をモニタリングで取らないといけないところではありますが、

御社のほうで広告主に対して顧客理解などができるような、データを効率的な形で出稿す

る機会を提供してやってはどうかというような意見もあるので、今後、共同規制の中のコ

ミュニケーションの中でそうした双方の誤解を解く必要があると考えているのですが、そ

れについて御社の基本的な姿勢というのはいかがなものでしょうか。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 ありがとうございます。 

 いわゆる「課題３」に関しての質問だと受け止めました。 

○依田座長 

 そうしたような疑問について、御社としても共同規制的な枠組みで、もう少し双方向的

なコミュニケーションも進むのではないか、それについていかが思いますか。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 議論することはよろしいのではないかなと思いますが、その聞こえてきたユーザー、広

告主からの指摘が当社に当てはまるものなのかというのは検証される必要があるのかなと

思います。当社、第三者ツールは積極的に受け入れておりまして、30社以上、日本企業を

含めて提携を行っております。また、どのような視点で第三者サードパーティー計測ツー

ル屋さんと取引するかというものも明らかにしております。 

 例えば、特定の第三者に提供する計測プロダクトに対する広告主からの需要があるかど

うか。また、言語別及びタイムゾーン別でのサポートが用意されているかどうか。はたま

た、パートナー候補のデータプライバシー、セキュリティーやそういったインテグリティ

ーに関わる要件を満たす能力があるかどうか。または評価の計算において、その能力や個

人単位で計測する能力というものが備わっているかどうか。また、パートナーシップ構築

時において必要な技術が統合的にそろっているかであるとか、財務的な余裕があるかどう

かであるとか、そういったことを考慮に判断しているという点は、それが実際ですので、

そういったことを明らかにするというのはやぶさかではないというように考えています。 

○依田座長 
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 分かりました。 

 長い時間、ありがとうございます。御承知のとおり、日本では国が、政府が大枠を定め

てプラットフォーム事業者の創意工夫、イノベーションを尊重しながら透明性、公平性を

高めるという共同規制のアプローチを取っております。他方、ほかの国におきましては、

デジタル広告を含めてデジタルプラットフォーマーに対して、例えば分割論を含めた議論

が行われている国だとか、法律上で禁止すべき行為をリスト化しようとするようなことを

考えている国もあります。私どもとしましては、そうした中において共同規制のアプロー

チを取って、デジタル広告市場においてもそのアプローチが有効であると考え、共同規制

的なアプローチに基づいてプラットフォーマーに対して過度な負担とならないように注意

しつつ、また、経済的、法的な意味においてイコールフッティングにも十分に配慮した上

で対話というのを進めていければと考えております。 

 Facebookにおかれましても、共同規制の枠組みの中において、真摯にコミュニケーショ

ンに努めていただければありがたいと考えております。その点、よろしいでしょうか。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 はい。これまでも述べたとおりですけれども、プラットフォーム事業における特性であ

るとか、あとは既にある規律を中心に特にプライバシーに関しては考えていく、こういっ

たことを踏まえながら今後の検討が進むことに期待したいと思います。 

○依田座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、Facebook様からのヒアリングはこれで終わります。長時間にわたり大変どう

もありがとうございました。 

○小堀恭志公共政策本部長（フェイスブック） 

 ありがとうございました。 

○小俣栄一郎公共政策部長（フェイスブック） 

 ありがとうございました。 

○依田座長 ここで退室していただければと思います。 

（Facebook関係者退室） 

○依田座長 

 大変長い時間になって一部時間も超過して申し訳ありませんでしたが、本日のヒアリン

グはこれで終了になります。 

 最後に、事務局から連絡があります。よろしくお願いいたします。 

○成田次長 

 長時間、本当にありがとうございました。 

 今後の予定でありますけれども、今回お願いしましたようなヒアリングをデジタル市場

競争会議のほうでも予定をしたいというように考えております。Google様、Facebook様、

Yahoo!様からのヒアリングを予定いたしております。それを経て、今日のヒアリングも踏
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まえて最終報告書をどう取りまとめていくかということの御議論をワーキンググループの

皆様にも引き続きお願いできればと思っております。具体的なスケジュールについては、

また追って御連絡をいたしたいというように思っております。 

 私からは以上でございます。本日は本当に長い時間ありがとうございました。お疲れさ

までした。 

○依田座長 

 どうもお疲れさまでした。 

 以上をもちまして今日のワーキンググループを終了いたします。どうもありがとうござ

いました。 

 

（以上） 


